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1.はじめに

1.1本研究の背景と目的

環境と開発に関する世界委員会(1987)の報官

春以来,地球環境に関する政策議論が盛り上がり

を見せており,世界中の様々なコミュニティにお

いて自然科学的アプローチの研究や議論の蓄積

がなされている.本研究は,運輸分野がもたらす

外部性に対する技術開発に重点を置いた自然科

学的アプローチでは無く,理論経済学に基づいた

社会科学的アプローチである.この分野に関する

自然科学的なアプローチは,本研究のキーワード

でもある｢温暖化ガス排出抑制｣という世界的な

共通かつ緊急課題に対して,種々の環境政策論お

よび技術革新等による社会的貢献が期待されて

いる.これら技術革新を含む政策代替案の中で何

れを選択し,何れを推進すべきかという政策判断

に関しては,地域波及および地域格差という空間,

また,消費パターンの変化,技術革新および世代

間の公平性という時間軸上において効率的かつ

公平的に評価するシステムが必要不可欠である.

そこで,本研究では,温暖化ガス排出抑制に関

する社会的厚生を最大とするような政策立案に

資するために,既存の交通需要予測モデルの問題

点を踏まえて,運輸部門における旅客および貨物

の理論的交通需要予測モデルの開発をはじめと

して,空間および時間軸を明示的に考慮した費用

便益分析のパイロット･モデルを構築することを

目的とする.さらに,この成果をとりまとめ,社

会的普及を意図したマニュアルを作成する.

本研究の成果は,これまで実用的には試みられ

ることが少なかった経済理論的に整合性のとれ

た交通需要予測モデルおよび時空間を明示的に

考慮した費用便益分析という情報システムを提

供し得ることである.すなわち,このシステムは,

税･料金規制に代表される環境政策および自然科

学分野における技術革新を社会的な意味で効率

かつ公平な観点から評価し得る情報を提供し得

る.したがって,このパイロット･モデルを運用

および拡張することにより,具体的な地域および

時点における環境政策代替案を選択するか否か

の政策判断材料を提供し得る可能性を有してい

ることになる.そのため,本研究では理論的研究

のみならず,本研究独自の旅客のみならず貨物の

運賃および費用に関する実態調査を踏まえた理

論モデルを構築し,この理論モデルの有用性を検

討するために,数値解析的な感度分析を行い,本

研究において主張するモデルの頑強性を示すも

のとする.すなわち,本研究は,学術レベルで指

摘されていた運輸分野における交通需要予測モ

デルの問題点を解消し,まず,運輸分野における

料金および費用の詳細な実態分析に基づいて,こ

れまで静学的分析に終始していた費用便益分析

を時空間を明示的に考慮した理論モデルの操案

およびその数値解析的頑強性を示すことを目的

とする.

1.2本研究の成果

本研究の成果を第2章一第6章に示す｡各章の

概要は以下のとおりである｡

第2章は､ 2酸化炭素ガス削減便益原単位の現

状分析とCVMによる原単位の推定を行っている｡

本研究の課題である様々な温暖化対策の費用便

益分析を行うに当たっては､二酸化炭素ガス削減

便益原単位が必要であり､しかも､その値が政策
の効果に大きな影響を与える｡このため､原単位

の確定が重要な研究基盤となる｡しかし､現在の

ところ､世界的にみてもその原単位の値について

は合意が得られていない｡そこで､本研究では､

原単位として使用されている値をサーベイし､日

本におけるCVMによる原単位の推計を行い､約

7千円/トンという数字を得た｡

第3章は､本研究の最重点課題である動学的応

用一般均衡モデルによる2酸化炭素ガス削減政

策の国民経済的評価を行ったものである｡具体的

には2008-2014年における運輸部門から排出さ

れる温室効果ガスの1990年に対する増加率を

17%にとどめるという目標を設定する(放置した

場合には40%増加する)｡この目標を達成するた

めに炭素税と低公害型自動車普及政策を導入す

るものとする｡このとき必要となる経済的厚生損

失の時系列を計算した｡このために作成したモデ

ルが自動車利用と自動車産業に焦点を当てた動

的一般均衡モデルである｡上記のモデルを用いて

シミュレーションを実施し､以下のような結果を

得た｡現在政府が目標としている2010年におけ



る運輸部門の排出抑制目標1990年比17%増を達

成するための炭素税税率としては8.5万円/tC02

に設定すればよいことが判明した｡現行の税率は

炭素税に換算すると6.2万円/tC02であるから増

税額は2.3万円/tC02である｡また､年あたりの

増税による厚生水準の損失は約5千億円/年であ

る｡さらに2010年度1990年比6%削減目標に対

しては､ ll.3万円/tC02の炭素税率を必要とし､

年あたりの増税による厚生水準の損失は約1.7兆

円/年である｡なお､上記の値は燃料価格の弾力

悼(0.3を採用している)に決定的に依存する｡

第4章は､都市構造変化を考慮した地球温暖化

ガス抑制策を評価するための都市経済モデルの

提案している｡具体的には都市における土地利用

規制策やロードプライシングは交通需要を変化

させることに注目した静的応用都市経済モデル

を開発した｡ここでは､多地域であるから企業､

住宅および人口の移動を表現する必要がある｡そ

して､岐阜都市県域におけるシミュレーションを

実施し､以下のような結果を得た｡温暖化ガス削

減便益が5.2億円/午(2.6千円化CO2)であり､

規制に伴う厚生水準の損失が8.2億円/年であり､

土地利用規制策は効率的な温暖化ガス抑制策と

は言えないことが判明した｡一方､ロードプライ

シングについてはモデルに関する仮定によって

異なるため具体的な結論を得ることができなか
った｡

第5章は､国際物流に焦点を当てた国際経済に

関する空間応用一般均衡分析モデルの提案であ

る｡本モデルについては､まだ､温暖化ガスの排

出量や政策に関するシミュレーションは行って

いないが､その基盤となる空間応用一般均衡分析

モデルに成功したのでここで成果として報告す

る次第である｡特に､船会社の行動モデルを組み

込むことに成功した点は注目に値すると考える｡

第6章は､人口内生化モデルによって地球温暖

化の経済影響分析を行ったものである｡具体的に

はNor曲ansによる気候変動に関する統合評価

モデルであるDICE (Dynamic Integrated Model of

Climate and the EconoJny)を改良した｡改良点の1

は､人口の内生化である｡ここでは､利他的効

用関数を想定する王朝モデルを採用している｡第

2の改良点は世界からみたときの評価軸として､

効率性､同一世代内公平性､異世代間公平性の3

点からの評価指標を提案した｡次にこの改良した

モデルを用いて最適課税､ 1990年レベル抑制お

よび気温上昇2.5度規制の3政策を比較した｡そ

の結果､最も効率的な最適課税策が､同時に､同

2

-世代内公平性および異世代間公平性の観点か

らも望ましい政策であることが判明した｡



2･複数のCVサーベイに基づく地球温暖化の社会的費用原単位

一運輸部門における費用便益分析への適用を念頭に-

2.1はじめに

瀬勧部門を対象としたわが国の費用対効果分析マニュ

アルの多く杜大気環境への影響を評価することを推奨

している･ (注1)しかし,大気汚染棚頻用に関する

国内の計折JJqr]が極めて少ないことや信頼性の高い計測

手法が開発されていないこと等の開勤Sあり,大気汚染

被害を貨幣価値に換算して費用便益掛､組み込むには

未働戦るところであろう.環境の社会的費用を組

み込まずにプロジェクトを評触する間唐と,その実証分

析の少なさから設弛瑚抜か過小かの判別がっかヂに

評価を行う間毎との挟間で評価者は一定の確信を持っ

て大気環境項目を費用便益分析に組み込めない状況にあ

る.

大気環境被害昧局所的な影響とグローバルな影響

に分類されることが多い.後者は二酪ヒ炭素などの温

勤煉ガスがもたらす気候変動の楓ミ当てはまるが,

この種の社会的費用に関する計測昧欧米において先行

的に研究されてきた･町陳腐変動に関する政和閏パ

ネル)第3作菓部会報告では,気候変動の経済社会的側

面に関する研究が広範になされ輸こ温財ヒの社会的費

用の測紬鞄括的に恵理されている.一方わが国の

研究例は少なく,特に運輸部門での羊rlj司を念頭にした社

会槻用は公表されていない.

従来嚇墳用の計頚肪勘も被害額を積み上げる

損韓用艶もしくは｢般均衡モデル等に基づく彦和費

用法があるが,本研究では軸l Ⅵ血血mMdhod仮

想欄評価法;以下, CMV)を用いて地的別封ヒ防止に

対する国民の支払意志額を計沸ける方法を採用した.こ

の理由性湖財ヒ対黄のために日本国民が最大限支出可

能な額を直接的に知ることができる点にある.また温暖

偶発に対する国民の伽ゝらもこの種の調

査を行う必要性は高いと考えたcvMは意稚諏査ゆえ

に多くのノVアス発生が懸念されるが,この種の問題を

勧柳えるために,仰AAのガイドライ棉)に準拠す

るように努めた.また5確軒の異なる設聞形式で支払意志

額を尋ねることによって,設問形式の違いが計敢臓に与

える影響を検討できるようにしている.

3

本研究は次の2点を意識して実施した.まず,わが国に

おける地軸財ヒの社会的費用の計班忙MVを用いて試

み,計測の可能性を議静するための諸課題を整理する.

次に運輸部門の費用便益分析での手順を念頭に,交通モ

ード別噸頗用原単位の作成を執み,原単位作成上

の課櫨を整理することである.よって,本給文で示す原

単隆はあくまでも韓算値であり,その精変向上を今後進

めるための議論の第一歩であることを念頭に置かれたい.

以下, 2･Tl渦存噸頗用の計測値を概括し, 3.

でG北Ⅳサーベイを行う上での本研究の社会的費用の考

え方調査票の設計弔頃および設問内容について耕

4･で書瀞ヒ防止に対する国民の支払意志額を推定して

得られた知見をまとめる. 5.で性4で推定した支払意志

額をもとに社会的費用原単位の作成を試みる.ここでい

う原単位と昧コ財臓牡鹿虹)当り,もしくは

輸臥キロ当りの社会的費用をtW.原単位を俄する

ことで,珊瑚扮折の出力結果との連鰐を図りや

すくなる･ 6･では5.までで得られた特に重要な知見を再掲

する.

22既往研究にみる温暖化の社会的費用

既往の研究から地騎昆噺ヒの社会的費用の計敢雌は,

かなりの推定幅があることが判っている.これはそもそ

も温財bがもたらす被害の範囲とその程度が明らかにな

っていないこと,有力な計測手法が存在せ先異なる前

提条件のもとで複数の計敢職ミ適用されていることに

因る･先述したように,温財ヒの社会的費用の計測昧

大別して損害費用法と緩和費用法に分けられる.前者は,

湖尉ヒ被害が発生した際の各産業部門の収支財と汚海面

上昇がもたらす土地損失の被専額もしくはそれを防酔㌻

るための投資額等を集計して算出する方法である.後者

は, ｢般櫛モデ′㈱レを用いてコ財ヒ炭

素似下血)濃度を特定のレベルに安尉ヒさせるため

に必要な蕨顛党等を用いて限界費用を推定する方法であ

る･炭素税は気候変動の損賓の減少のみならず,その政

策が他部門にも波及的な便益をもたらすことから,温暖



イ切倒を主眼とするものの,この断わ費用法から計測さ

れているの牲炭素移政策そのものの便益である.

湖財ヒの社会的,経済的影響に関する研究は,欧米を

中心に進められてきたが,炭素税を用いた緩和費用につ

いては,わが国でも研肋ミいくつか存在する.温暖

化の社会的費用の計銀例性m [1995] ,天野[1994] ,

ECMT [1994]で包括的にレビューされ計測値桝旺

比較がなされている.本章で昧筆者らの独自の計測結

果と既存の計測値との比較を52で行うため,これらの3

つの文献を中心に既存め計測値を概況する.これらの計

測値は,前提条件や計測方法の違いなどから単純に数値

の比較はできないため,参考程度にとどめておくべきで

ある.後述する筆者らの計測結果との比較も同様に参考

に留まらざるを得ない.

損害費用法による計測例はpCC [1994]に詳し

く紹介されている.対象分野は主に農業,森林喪失,

希少種消軌海面上昇,電力消費,人命,水供給減

少などがあり,この他,アメニティの低下,レジャ
ー活動の停滞,大気汚染なども評価されている.ほ

とんどの研究が全ての温暖化ガスをC02に換算し,

その濃度が産業革命時の2倍になる状態を想定した

ベンチマーク温暖化(2×CO2) ,すなわち全球平

均地上気温が1990年から2 ℃上昇(産業革命時から

2･5℃上昇)した状態の被害を検討対象している.既

往の研究でG此加盟国の年間損害額はGmの1 %強

になるとの鮭栗が得られている.

表- 1は緩和費用法によるわが国の研究群を天野

[1994]が横断的に比較したものに,日引[1996]らの

最近の成果を加えたものである.表中の最終年は各モデ

ルによるシミュレーションの最終年を掃す. GNP減少率

比率と昧炭軸巨出量に対するGNPの弾性値であり,顔

素排出量を1%削減する際に生じるGNPの減少率を表し

ている.したがって,温財ヒ防止のために年間のCO増戸

出量を30%低下させる場合のGNPの減少は,後藤モデ/レ

で0.6%,森モデ/レで6.6%,山崎モデルでは12.3 %となる.

また炭素税胎斡潮戸出量を1%肖臓するのに必要と

される炭素税(トン当りTi)I,)の大きさを表しており,

上記と同一の炭素排出量の削減を仮定すれ拭後藤モデ

)吻ミトン当り59ドル,森モデ/thS374 71)t', Lud5422 71)レ

となる.黒田･新陳モデルで札基準ケースに対するCO2

肖臓率l加年で28.8%, 203哨三で抑%となり,炭素税

楓糊縦旧～166,t加円/tc (1985年価格)

となる.日引モデ′レで昧安定化のための002肖臓率は

16 -25.4%で炭素秘輸124,600 -73,00円/tcとなってい

る.

モデ/レによって経和費用が大きく異なることがわかる.

天野[1994]によれ拭GNP減少率が低いモデJuも動

学的一般均衡モデルを用いており,税収の還流が評価さ

れていること,減少率が高いモデンHi,ケインズ型の計

量経済モデルの適用が多いことやエネルギー需要の価格

弾力性が相当小さいこと等のモデル特性の相違が指摘さ

れている.

表-2 1視野釦n【1993)による交通機関別の温暖化の社

会的費用原単位を示伸). C02を0-25%別線するのに

必要な燃料税を算出する維持費用法(avoidance ∝戚

8桝mdl)によって得た結果である.

JL義一1細和弛司法落札lた厩徒の匡内研究成果

モデル 佗i�ｨ詹d��最終年 ����ﾋ淫ﾘｿ丑Hｧ"�炭素我比率 

#(1990.1992) 排�2030 ����"�2.7 

(1991) 燃�2000 ����R�5.6 

EZl.#@(1993) �.r�2ー00 ���#B醺��3r� 

日引(1996) 排�2030 ����2ﾓ���b� 

(1991) 燃�2020 ���#"�17.0 

JE(1992) ����2010 ���#��16.5 

山崎(1991) 燃�2010 ��紊��19.2 

日#(1992) ����2010 ����b�51.8 

戸(1991) 燃�2000 ����b�55.0 

G :応用｢般均衡モデルE :計量経済モデル

I表12交通モード別の祉封切棚単位

人キ口当たり �(�� ��自動車 ��r�

KaEeSon(1993):ECU ������ �#"�0.0045 ������"�

2.3調査票の設計

(1 )本研究における社会的費用の考え方

社会的費用の計銀牌j:,植田[1991]が柵するよう

に,社会的費用を如何に定義するbl,あるべき乗舞水準

をどこに置くかによって大きく変わる.

本研究の観水準の設定には2つの異なる考え方をと

った.第1の考え方昧損害費用法を用いた既往の研究例

にならし>ヾンチマーク湖射出ミもたらす披寄状況と被害

を回避した状況との差を評価するものであり,次節表-4

の設問形式Å～Cが対応する.第2の考え方は,あるべき

環境水準を明示せず,湖尉ヒ防止措置をとらない状態と

特定の行為によって湖財ヒを緩和もしくE瑚財ヒ速度を

低下させた状態との差を評肝㌻るものであり,設問DとE

が対応する.

第1の考え方にもとづく社会的費用の走静ま以下のよう

に記すことができる. 『ベンチマーク湖財ヒによって生
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じるわが国の自然,社会-の様々な影響(地域的に異な

る良い影響と悪い影響を含む)を回避するための政策的

措置に升する国民(あるいは原因者)の追加的支払意志

観』この考え方において想定される問題は, ①提示した

政策手段に対する支払意志額の推定であるが,提示した

政策の実施費用や代替的政策手段についての被験者の知

識が異なる. ②温暖化は,グローバルに影響をもたらす

にもかかわらず,日本国内-の被害のみを対象としてお

り,地棚で考納まCO2排出量が世界4位である

わが国(原因者)の他国㈱ -の社会的費用を見

積もっていない. ③pCC

WGⅡ12の中位シナリオ仕S92a)によれば, ∝泣濃度倍

増は約100年後と想定されており,実際にI榔ミ当

事者(被害者) ~であるにも関わらず,原因者である現世

代の評価値となる. ④気候変動の不可逆性や時間的変化

については考慮していない.以上は何れも,温酸化の社

会的費用を過少に見積もる可能性がある.

第2の考え方は田即財ヒ防止策を講じないために生じる

わが国の自賂社会への様々な影響(地域的に異なる良

い腰撃と悪い影響を含む)を緩和する,もしくE瑚劉ヒ

の速度を低下させるための措置に対する国民(あるいは

原野酌の追加的支払意潮田と定義できるが,上記の

問題のうち砂④に加えて, ⑤適鎗すべき観水準が

明確でないという問題を有する.

(助調査票の設計

調査票の設計にあたっては,まずプレ諏査を17041弱に

実施した.このプレ調査の対象都も交通計画および鉄

道工学の専門家とその家族が中心である.プ欄査の主

な目的は,難解な設問箇所などを摘出し,それら-の対

応を行うこと,支払意志額の設問方法をNαlAガイドラ

インに準拠して,クローズドエンド方式を採用するため,

提示額を設定するための参考値を得ることにある.プレ

調査から得られた主要な意見とその対応は次のようにな

る. ①披轟想定や悪影響の内容がわかりにくいという意

見があり,環舞庁資料(13)を参考に日本における被害

想定を記述するようl塘正した.さらに現在の∝)甜巨出

量や部P明り,瑚鄭砺脚牡牌蛤のグラフを追加した.

②プレ調査では支払い方法を1回限りとしたが,非現実的

ではないかという意見があり,毎年の支払い形態に変更

した. ③税での徴収城も　マイナスイメージが強いと

いう意見があり,基金刊韓料価格増等の使用目的を特定

した支払い方法に修正した.

このプレ調査の結果を反映した本諏査票を桝説明す

る.アンケート票はA4版11頁という比較的多量な設問と

なっている.設問内容は3つの部分で構成した.

第1部書棚ヒ問題に対する意識を設問した.例え

古淵ヒ問題に対する関JL度, J亡涌己の程度,将来世

代-の影響の知識,亀尉ヒすべき湖劉t諌傍の種類,

α》3の議論内容などである.

第2部は,湖財ヒ防止に対する支払意志額の設問で

ある.義-3に示すダブリングシナリオに基づくわが国

-の社会,自然等-の影響と現在の国別,国内部門別,

交通機関別の年間∝氾排出量とを示した後,各被験者に

秦-4に示すう種類の設問形動ゝら,被験者の回答疲労

を考慮し2種類の設簡約こついての支払意志額を尋ね

た｡ 2種類の設問形式の組み合わせはA-C､ B-D

とし､ Eは単独で取り扱った(注4)oなお､形式A～

Dの設問はレファレンダム方式(注5)を採用し､図

1のように､提示額に対する支払いの賛意を尋ね､

反対の場合はその理由を回答する形式をとった｡ダ

ブルバウンドの提示額については､設問方式ごとに

表5に示す3種の提示額の組み合わせを設定した｡

何れの設問形式とも支払い期間は限定していない
(注6)

I義一3樹軌た地嚇抑ヒがもたらす被害状況

(地球温唾化による気候変化の想定) 

r欄封tJとは.人間活動の拡大によL).∃財tb錬,メタン醜ヒ皇 

繁刑甜馳讃歌莞鑑昇 
によれば.混軌果ガスの濃度が現在の増加楓た場缶21世 

野誓に地樹の鞘気配t2.C上財るこtbthL)えるとしてい 

(わが国における被害の想定) 

こうした急激な気温の上昇こよる影響は. 
･瀬酎雌巳上昇によって動払輔伽{溝粥の水位より低くなり.氾 

兼の佃肘掛t高まったり.日本列島の蜘(消失の危鰍こさらされ 
る. 

･豪雨や干ばつなどの異常気豪の増加こより崩や霧が髄はじする 

湿原の漉烏の可地脈る. 
･夏季の靴冬の畷438の温射bfこより丸い地方に生えるブナなど 

の森林の生育環境が触れる. '浩就職駁賢したり融の繁肋Ⅶ艇 
･気温の上昇=よって融は.石垣島や官軸こ生育する八マダラ力マ 

遥槻艶瓢 
えられます. 

このようにヒの同砂*. 
(1)⇒牌に間曙である. 

濫慧…ニy7=榔こも折る長脚' 
(3)鵬封ヒの影卿こよ補訂ま.桝こより大きく異なる 
(4)糊封uこよる脚i.いったん起きてしまえば,脚陸 

機芳亡きなくなる. 

(5)馳規.気軌蝕の甲こついては.未 
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第3部は､被験者の個人属性として､性別､年齢､

住所､世帯人員そして年間所得を尋ねている｡

本調査票はNOAAガイドラインにほとんど準拠し

ているが､本調査が満たしていない事項としては､

①郵送方式で調査を行ったこと､ ②被害を受けない

環境資源を示していないこと､ ③多時点で推定結果

を比較していないこと､ ④環境状態の変動範囲と安

定的状態に関する情報を被験者に与えていないこ

とがあげられる｡ ①は､政策換縦バイアスを回避す

るという意味で､郵送方式の方が望ましいと判断し

た｡ ②及び④は､日本国内における地域別に網羅し

た被害想定やその変動幅についての詳細な被害状

態に関する資料がないことから､被験者には被害は

地域によって異なること､気候変動の予測について

は不確実な部分が残されていることを示すに留ま

っている｡ ③については､ NOAAが実際に発生した

環境破壊の損害評価ためのガイドラインであり､被

害が起きた後の調査タイミングの違いが支払意志

額に影響しないよう指示されている｡これに対し､

未知の乗境破壊に対する評価という点で本調査は

ガイドラインの範囲を超えている｡ただし､支払意

志額の定期的なモニタリングを行い､その評価値の

安定性を検討する必要性については､筆者らが強く

訴えるところである｡

J義一4　5種類の支払意志寝の設問概婁

形式 侘ﾉ:�>�vX���ｩ>�,ﾘ4ﾈ�ｸ8��ｸ6��

A ����3ヨ冷��鞜I/�鹵�霎�-h,ﾈ迚ZXｧ｢�%�4�(�｢�
温唾化対策として､新技術開発､森林保全.亜儀､公共交 
孟整 �����などを列挙し､これらの事業の実施によって全て 
の辞円からco2捗出が削減され､温暖化の進行が止め 
られる(ダブlJングシナリオの回避)と店定する.この事業 
実施の 凾ｽめの費用は､昏艮からの基金への寄付が充て 
られるとした時､毎年の寄付金がE30円の場合､賛成か 
反対か? 

B ����978冷��/�鹵�霎�-h,ﾈ迚ZXｧ｢�(��4�(�｢�
設問 ��,�*�*�.�y&x峪f育��鞜H/�麌+8+ｈ�饑�/�u�*h,��
い)に､対策事業費用を毒年の基金でまかなう場合の寄 
付金が00円の場合､賛成か反対か? 

C ���騁��InR��鞜I/�鹵�){��汀%�4�(�｢�
自動 倆I]ｹtﾈ�(,ﾈ-ﾘ,��ﾈｭJH孳&x峪�鞜H,h+X,HﾏhｺHﾏ�,｢�
機用整儀.低公害車開発などの運輸88円における対策 

害亮iQ,毒呈附し､鮒価格の増加がロ 

D ���騁��ﾉnR�4x5(7(�ｸ4�8ｸﾗy?ﾈｧ｢�6�(ﾞﾙ6隸�u��｢�
温暖 �ｸ,ﾈｬ刎�,��8+x.�.�ﾏh･�齷:竟B�6�487X8ｨ6(6�4ｨ�ｸ8ﾂ�
ベルを想定)の厭売名が日日円の場合､購入するかしな 

註ttT'品a)+糟棚はガソリン尊の半額となることを考 

E ���騁��糲ﾏhｺHﾏ�,ｨ-h,ﾉ5ﾘｫr�6�(ﾞﾘﾋ葦�u��｢�
地J*温暖化速度の低下のために､現在の自動阜利用者 腿だ甑盟誘換することによる移動1回ごとの輔 
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(3)調査の実施状況

温暖化は広範囲に被害を及ぼすと想定されるた

め､調査費の許す範囲で､設問形式A～Dは全国を

対象に三大都市圏と地方都市(仙台市､岡山市､熊

本市)で実施した｡なお､都市圏に人口の74%(注
7)が居住しているが､温暖化影響が生活に直結し

やすい山間部､沿岸部等の居住者のサンプリングを

行っていないことは本調査が抱える問題の一つで

ある｡本来ならば､全国からランダムにサンプリン

グを行い､かつ統計的に必要十分なサンプルサイズ

を確保し､支払意志額を推定する必要がある｡

調査期間は､平成10年の2月と同年6月の2度

行っている｡第1回目では､東京区部､大阪市､熊

本市において高齢者のサンプル比率が高かったた

め､同地域で第2回調査を実施し､若年層を中心に

サンプリングをした｡表6に､調査票の配布地域と

回収率､配布および回収方法を記した｡

■図-1設問のフローチャート

J表-5　亀吉姉司方式のダブルバウン用醐取走

形式.単位 �(��mｨ砡麒,��1回目提示寝 弌�mｨ砡麌ｧ｢�

(1回目賛成) 坪裨�ﾉKﾙ�簫�1回目反対) 

ん′B 円′年 �������5000 �#����

15000 �������5000 

皇o∝)0 ��S����10000 

0 円/リットル �#��10 迭�

30 �#��10 

40 �3��20 

D 万円/台 �����80 鉄��

150 �����80 

200 ��S��100 



サンプル属性の概略は､男性63%､女性35%､無

回答が2%となっている｡また年齢階層では､ 10代

が5%､ 20代19%､ 30代13%､ 40代15%､ 50代18%､

60代16%､ 70代以上が12%となっており､概ねバラ

ンスはとれていると言える｡所得は､年収330万円

未満が35%､ 330-000万円が30%､ 600～900万円が

17%､ 900万円以上が12%､無回答が6%である｡

本調査から得られる支払意志額の倍額性を次の

7点について検討した｡①評価対象に対する関心の

低さ:本調査実施時期がCOP3直後の平成1 0年1

月に実施したため､地球環境問題-の関心度は全国

的に高い時期であった｡実際アンケート回答者の9

0%が地球温暖化問題に関心がある･心配であると

答えている｡ ②政策換縦バイアス:実際の政策に適

用するわけではないことを明記したこと､また郵送

方式のため面款方式よりはこの種のバイアスは低

めであると考えられる｡ ③不完全な設問形式:気候

変動影響をA4版1頁を割いて説明するような配慮

をしたが､気候変動影響は､複雑かつ多岐に渡るた

め､回答者によって認識が一致していない危険性が

極めて高い｡また仮想的な温暖化防止対策が簡単な

記述に留まっているため伝達ミスが起きている可

能性があるo支払意志額の回答は､クローズドェン

ドを採用したため､初期提示額が与えるスターティ

ングポイントバイアスが想定される｡ ④現実の制約

条件の無視:提示した政策の実施によって､可処分

所得が低下することは明記したが､分析結果から所

得による回答金額の差異が現れていないことから

この制約条件を回答者が考慮していない可能性が

あるo ⑤回答疲労‥一人の被験者に対して､ 3種類

の異なる設問形式で回答金額を尋ねていることや

温暖化-の関心等多数の質問を行っていることか

ら回答疲労が起きている可能性がある｡ ⑥サンプリ

ングの偏り:地域的な偏りが少なくなるように､日

本全国で実施している｡ただし､基本的には都市部

調査であり､温暖化の影響を受けやすいと想定され

る農漁村地域の居住者データは極めて少ない｡ ⑦調

査時期の影響‥ cop3の直後であり､評価結果-の

影響が出ている可能性は高いが､特に温暖化問題は

認識が難しいため､一定の関心を集めた時期に実施

する必要があると考える｡
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JI表-6　講鑑票の鰍回収状況

配布地域 弌��惠ｫ��回収車 僭ｩWｨ�ﾈ����

東京区部(1) 鉄#�悗�26% 冰��x�ﾉu��r�

東京区部(2) �##y�b�100% 凛�'X�ﾉdｹn"�

名古屋市 涛h悗�48,i 凛�'R���r�

大阪市(1) �##儷ﾂ�25% 冰��x�ﾉu��r�

大阪市(2) ��3儷ｲ�100% 凛�'R�ｹn"�

仙台市 ���XﾙR�28% 凛�'R���r�

千葉県内 ��s�Uｲ�34% 凛�'X�ﾉu��r�

冊山市 ��3��b�66% 凛�'R���r�

熊本市(1) �#ラ�ｲ�36% 冰��r���r�

熊本市(2) 都9�b�ー00% 凛�'X�ﾉdｹn"�

合計 �#�S儷ｲ�37,i ��

第1回目 ��c#�悗�32% ��

第2回目 �3#���100,i 

2.4ベンチマーク温畷化に対する

社会的費用の推定

(1)支払意志岳の推定方法

設問形式A～Dにおける提示額に対する賛意

(叩S)は次式で与えられる｡

probb,es]- piob(U(EI,y -C) 'U(EO,y)) ( 1 )

ここで､ Eは気候変動による被害状況設定で､ス

クリプトが0の場合が被害が発生した状態､ 1が被

害が回避された状態である｡ J′は回答者の可処分所

得､ Cが提示額となる｡この支払意志額の推定に

はロジットモデルを適用した｡上記変数に加えて､

性別､年齢階層の変数を取り入れ､属性別に支払意

志額を推定した｡ただし､所得による支払意志額の

差が見られなかったため､最終的には所得を変数に

取り込まずにパラメータ推定をおこなった｡式(1)

をシングルバウンド方式の場合で具体に示せば次

式のようになる｡ダブルバンド方式も基本的な考え

方は同様だが､詳細な推定方法については栗山

【19971を参照されたい｡

pr obb,es] =
exp Vl I

expV +expV. 1+exp(-AV)

(2)

AV-α(El -EO)-phc･∑yjSE,. (3)

∫

ここで､ Vは確定効用でスクリプトは式(1)

に対応している｡ 1は提示額を支払って温暖化を回



適した状態の効用､ oは温暖化被害が発生した状態

の効用を表す｡ SE,･は個人ごとの属性jを示す｡

α,p,Yはパラ)一夕である｡各変数のデータ化は､

El -EOを定数項扱いとし､ SEは属性ごとのダミ

ー変数とする｡提示額については非線形を仮定して

対数をとった｡式(2)の選択確率が50%となるC

の値をもって支払意志額の中央値が､また､式(2)

を積分することで支払意志額の平均値が求められ

る｡なお､設問形式Dから得られる支払意志額は､

エコビークルとガソリン車との差額購入費である

ので､この支払意志額からエコビークルの燃費節約

分50万円/台を減じた｡

設問形式Eは､次式の考え方に従って支払意志

額(WTP)を推定した｡

WP=CR -(cc +WAc→R)　　　　(4)

ここで､ CRは鉄道､ ccは自動車の一般化費用

(所要時間と移動費用)､ mc→Rは､自動車から

鉄道-の転換による不便さ相当分の補償額であり､

温暖化防止のための対策であることを前提に､この

補償額を被験者-直接尋ねている｡つまり､ CRと

cc+WT4→Rが等価であればwTPは0円となり､

温暖化防止-の協力意識が無いこととなる｡協力意

識が高い分だけWTAが低下すると考えた.なお､

式(4)はWTPの算出にWTAを用いていること

や一般化費用の設定方法などの問題が存在する｡設

問が難解だった影響もあり､有効回答は35票と留

まっている｡

上記モデルによる性年齢階層別の支払意志額の

推定値をもとに､設問形式AとBは国勢調査を､

形式Cは運転免許保有者数を用いて性年齢階層別

に全国拡大した後に､全国平均を算出する｡ただし､

先述したように特定の都市でサンプリングされた

データを拡大する問題を有していることに留意が

必要である｡形式DとEについては拡大処理を行

わずに算出する｡

本研究では､抵抗回答の扱いとして以下の2つの

方法で行った｡ ① ｢金額が高い｣と答えたサンプル

は提示額を0円と設定してデータ化した｡また｢支

払いたくない｣､ ｢提示した政策で温暖化が防止でき

ると思えない｣と答えたサンプルはパラメータ推定

時に除外して支払意志額を推定し､全国拡大する際

にその分の標本比率を減じて算定した｡ ②抵抗回答

の提示額を全て0円としてデータ化した｡

(2)パラメータ推定結果

表7に設問形式A～Dのパラメータの推定結果

を､表8に拡大後の支払意志額の中央値および平均

値(注8)を示す｡両結果は抵抗回答の提示額を全て

0円とした結果である(注9)0

採用する政策内容を示した設問Aと示さないB

を個別に推定した結果､有意な差が認められなかっ

た(注10)ため､両データをプ-リングして推計した｡

各モデルとも概ね精度の高いモデルが得られてい

る｡特に支払意志額の算出において主要な変数であ

る提示額､定数項のパラメータの模準誤差が小さく

推計された｡個人属性については､性別の影響が多

少見られるものの､年齢階層による差は設問形式C

以外では小さく､ t値も低くなっている｡ただし､

どの設問でも40才代の可処分所得の低下に対して

感度が高くなっている｡

●義一7　設問形式ごとのバラメー｣棚暁鯖果

変数 �/��ﾄ"�C 韮�

捷示額(円) ����r�1.20 �"紊r�

(25.6) 茶�B�2��(9.0) 

定数項(Ell:¢ ���紕�4.26 �32縒�

(22.9) 茶偵ｒ�(9.3) 

性別dummy (男=1′女=0) ����SB�-0.412 ����田b�

(1.4) 窒ﾓ"�"��(0.3) 

10-29才dummy 蔦��#���-0.742 坪ｽ�縱���

(-1.0) 窒ﾓ"����(-1.3) 

30-39才dummy 蔦���s#2�-0.506 蔦�緜モ�

(-0.3) 窒ﾓ�紕��(-1.2) 

-0.245 蔦�繝�"�-4911 40-49才dummy 

(-1.2) 窒ﾓ"�2��(-1.6) 

50-59才dummy �����3��-0.704 蔦���ピ"�

(0.4) 窒ﾓ"����(-0.18) 

60-69才dummy ���#�2�-0.0299 ���#�r�

(1.0) 窒ﾓ�����(0.37) 

70才(fix) ���0 ���

最終尤鹿 蔦�s�2繧�-589.5 蔦csb紕�

的中率 田偵2�70.1 都b�"�

サンプル敢 ��#sR�457 鉄ビ�
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CⅥ止の利用に際して特に問題が指摘されるスタ
ーティングポイントバイアスについて考察する｡設

問形式A伯では初期提示額が5000円のサンプルの

支払意志額が56･12円､提示額10000円では6967円､

提示額15000円では11838円となる｡形式Cでは初

期提示額10円の支払意志額が13円､提示額20円

では20円､提示額30円では22円となった｡バイ

アスが発生している感は否めないが､両設問形式と

も支払意志額が初期提示額の下限､上限内に入って

いることから､本推定結果は一定の信頼性を有して

いると考える｡

2.5運輸部門における社会的費用原単位の

拭算-･

本章で作成する社会的費用原単位とは､ CO2排出量

(tc)当り､もしくは輸送人キロ当りの社会的費

用を指す｡この原単位と交通需要予測分析の出力結

果とを連動させれば､温暖化影響を運輸部門の費用

便益分析-取り入れることが容易になるo算出にあ

たっては､まずco2排出量当りの原単位を算出し､

それに輸送人キロ当たりの排出原単位を乗じて､輸

送人キロ当りの社会的費用原単位を算出する手順

をとった｡

(1)原単位算出の方法

CO2排出量当たりの原単位は､ 4. 2で得られた
一人あたりの支払意志額を全国拡大し､その値をダ

ブリングシナリオの状態にしないために必要な

CO2排出削減量で除すことによって得られる｡よっ

て､支払意志額推定値の誤差､全国世帯-の拡大供

差､ C02の必要削減量の推定誤差など様々な誤差が

生じていることに注意が必要である｡

■義一8　-人あたりの支払緬の推定結果

投間形式 �%�犬�支払意志焦(1997) 
中央使 兌ﾘｼ���

(基金) �糴���7,394 湯ﾃS#r�

(燃料価格増) ���ﾂtVｲ�17.2 �#��2�

(エコビークル購入) ���ﾉ�B�112,812 �#c偵�Cb�

(公共交通転換) ���ﾈ���1.839 白�

必要削減量の算定にはIPCCのIS92aシナリオを利

用した｡このIS92は温暖化効果ガス排出を減少させ

るための気候関連政策をまったく仮定しない『非介

9

入』のシナリオであり､ 1990年から2100年までの期

間での人口､経済成長､土地利用､技術的変化､エ

ネルギーの入手可能性と燃料構成に関する仮定に

基づく6つの排出シナリオ(IS92a～f)について将

来のCO2濃度､年間排出量予測されている｡ IS92且

の仮定について簡単に触れる｡ IS92aは6つのシナ

リオ中の中位推計であり､将来人口は世銀の1991

年の推計値にもとづき､ 2100年において世界で113

億人と設定されている｡経済成長率は1990年から

2025までの年間平均が2.9%､ 2100年までが2.3%と

設定されている｡このシナリオでは､ 2060年に

は､気温2℃上昇に達さないための安定化濃度の

開催である550ppmvB･1 1)を超え､ 1990年における

世界の年間排出量約701Cが､ 2060年には14GtC､

2100年には20GtCに達すると予測されている｡排

出量を1991年から2100年までの累積すると

1500GtCとなる｡

2100年時点で濃度を550ppⅡⅣに安定化させる

1991年-2100年の累積排出量は990GtCとされてい

る｡よって2℃の温度上昇を回避するためには､累

積排出量を34%減少(-990÷1500)させる必要が

ある｡

なお､ IS92aシナリオは全世界を対象とした分析

であるが､ヰ研究で得られる支払意志額は､わが国

の温暖化被害の回避を前提とした回答値であるた

め､削減必要量も国内債を用いることが必要である｡

しかし､無政策シナリオによる排出量の予測値は既

往研究間で相当幅があり安定していないことや予

測期間が比較的短いことなどの問題がある｡図2は

CO2排出量の時系列予測値をIS92aといくつかの国

内モデルとを比較したものである｡ IS92aが後藤モ

デルと類似し､黒田･新保モデルと森モデルの中間

に位置していることがわかる｡この結果からIS92a

を排出削減必要量の算定に用いる妥当性は失われ

ないと判断した｡

蓋え5 書 芸20 g.L5 B1.0 か5 Q○ L ��一一一一6924 +Ckd1994) 仰JLEEI.析保(1992) 

カZZ:父 

ZZiJ※姥 

≡:≡.召方術 

噂 

ダ♂♂ダ♂♂ダ〆ず♂♂ 
西JI(辛) 

■図-2　C02の年間排出量のモデル間比較



上記で得られたCO2排出量の削減必要比率34%

を用いて設問形式ごとに社会的費用原単位の作成

方法を概略説明する｡

設問形式A伯-の原単位は､ 4.で得られた7394

円/午(中央値､以下省略)を国内15歳以上人口で

拡大して得られた支払意志額の集計値7795億円/午

を､わが国のCO2排出量0.310tC/年に先述の34%

を乗じて算出した国内必要削減量0.10GtC/年で除

算して求める｡

設問形式Cの原単位は､支払意志額17.2円/lf芝を

全国の自家用乗用車の年間燃料消費量で拡大して

得られる8098億円を､国内総排出量のうちの旅客

運輸部門のCO2排出割合10.6%に国内必要削減量

に乗じた0.01101α年で除すことで求める｡

設問形式.Dの原単位は､支払意志額11.3万円/台

に自家用乗用車の全国保有台数を乗じて得られる6

兆861億円を､エコビークル導入による燃料消費分

に自動車の平均耐用年数とCO2排出係数を乗じて

得られたCq削減量0.144GtCで除して求める｡

設問形式Eの原単位は､各サンプルの支払意志額

を自動車から鉄道-転換によって得られるCO2削

減量で除し､これを全サンプルで平均して得る｡ち

なみに全サンプルの支払意志額の平均値は1839円/

回､全サンプルのCO2削減量の平均値は､ 0.47tCで

ある｡

輸送人キロ当りの社会的費用原単位は､上で得ら

れたCO2排出量当りの社会的費用にCO2排出原単

位(gα人キロ)を乗じて算定する｡

(2)原単位の試算結果

(2) -1002排出量当りの社会的費用原単位

原単位の試算結果を表9に示す｡表中の下限値は､

表8に示した支払意志額の中央値を､上限値は平均

値を用いたものである｡なお､支払意志額の誤差に

加えて､原単位作成時に使用されるIS92シナリオ

の推計幅､国内co2排出量の測定誤差など信頼性

に幅をもつデータを組み合わせるため､表9の試算

値の幅はさらに拡大することに留意されたい｡

J表19　社会的費用原単位の㈱黒く円AC)

設問形式 倡瓜X�8躡��*ﾓ�涛r��

B(基金) 途ﾃCcふ偵c#"�

(燃料価格増) 都"ﾃ涛�ﾓッ��CR�

(エコビークル購入) 鼎"ﾃ#��ﾓ���繝s2�

(公共交通転換) 釘ﾃ�s��

設問形式によって原単位が大きく異なっている

が､このような差が生じる主な要因として以下の5

10

点があげられる｡第1に支払い単位の違いが回答値

に与える影響があげられる｡設問形式A個では基

金-年間一括で支払う方法に対し､形式Cはガソ

リン税と同様に給油ごとに細かく分割して支払う

方法となっている｡細かく分割して支払うために､

年間集計額は被験者が考える以上に高くなる可能

性がある｡第2に自動車利用の状態依存が反映され

ている可能がある｡形式Cでは温暖化防止策に対

する支払意志額と自動車利用を維持するための支

払意志額が分離できていないために過大推計とな

っている可能性がある｡緩和費用法においても家計

や企業の状態依存性を考慮しなければ同様に生じ

る問題である｡第3に形式Cは主に汚染者側の支

払意志額の集計値から算出されているが､形式A個

は汚染者と被害者の双方立場の支払意志額から得

られた値となっている｡第4に支払意志額の設定内

容とC02の削減必要量の設定との整合性があげら

れる｡例えば､設問Cは旅客運輸部門の削減必要

量を用いているが､被験者が支払意志額を答える際

に旅客運輸部門のみの排出量を適正化すると認識

をしているかどうかである｡この認識がされていな

いとすると､国内全部門の必要削減量0.10GtC/年で

除すことになるが､その結果は7742-9138円/tCと

なり､設問A個の原単位と極めて近い借をとるo

第5に､･形式Eは式(4)を用いて算出される

が､一般化費用の設定方法の課題や回答額が受認補

償額(WTA)を用いており補償額を高めに回答し

たために支払意志額が比較的低くなっていると考

えられる｡

既存の研究例とは計測方法が全く異なるため､あ

くまで参考に留まるが､設問形式A伯が後藤モデ

ルとほぼ等しく､形式Cが森モデル､山崎モデル

などに比して若干高い傾向となっている｡

■義一10　都市交通の社会的費用原単位の試算結果(円/人牛｡)

形式 俾�iw��iw�鍈�鉄道(地下鉄) 刋��ﾈ6�5��

ん′B ��紊rﾒﾓ�緜��0.03-0.04 ����rﾓ��#"�

C 釘緜2ﾓR紊b�0.26-0.31 ��縱�ﾓ"����

D �"緜ふb�3��0.151).36 ��纉蔦"�3b�

E ���#b�0.02 ������

形式 俾�iw��iw�鍈�鉄道(新幹線) 俘)�ﾈ6�5��航重機 

ん′B ���#"ﾒﾓ��#��0.04-0.05 ����rﾓ���辻�0.24-0.31 

C �"��ふ"磴r�0.36-0.43 ��緜ふ�繝��2.31-2.73 

D ���#bﾓ2����0.211).50 ��紊�ﾒﾓ�纉R�1.34-3.20 

E ����"�0.02 ����B�0.13 



lI表-12　先制紗可別のCOZ排出原単位の例

形式 �78�8ﾏ�,｢�幹線交通 

A/a 田2��29. 

C 忠&陋ｩ52�2��(kG#)4. 

D 忠ч�ﾈ6�5ｓ#2��(高速バス)9. 

E ��3一.7 

いずれの計測値も種々の問題を有するものの､上

記で述べた問題点の少なさからみて設問形式A個

から得られた社会的費用原単位の信頼性が比較的

高いと考える｡

(2) -2輸送人キロ当りの社会的費用

表1 0に都市交通の社会的費用原単位の算出結

果を､表1 1に幹線交通の算出結果を示す｡これら

の値は､前項で得られたCq2排出量当りの社会的費

用原単位に表1 2の輸送人キロ当たりのCO2排出

原単位を乗じて得られたものである｡

よって､輸送人キロ当りの原単位は(1)で得ら

れた排出量当りの原単位の問題を保存しており､か

つCO2排出原単位の精度の問題がそのまま反映さ

れることになる｡
一般にCO2排出原単位は､各交通機関の実盾エネ

ルギー種別消費量にエネルギー別CO2排出原単位

を乗じた交通機関別年間CO2排出量を､実績の交通

輸送量(人キロ)で除すことによって得られる｡複

数の統計データを組み合わせて算出するために､精

度の高い原単位が得られにくいのが現状と言える｡

実際､各種資料間で2倍程度の開きがあることが判

っている(&12).よって､下表の原単位も参考に留

まらざるを得ないと考えられる｡また本来､エネル

ギー消費量は供給側の条件､すなわち輸送力によっ

て決まることから､全国平均の輸送人キロ当たりの

原単位を輸送密度の異なる地域で一律に用いるこ

との問題もある｡

既往の研究成果と比べると､設問形式A伯の自

家用車鉄道についてはK且gesonl1993)が算出した原

単位と極めて近い値となっている｡

2.6まとめ

以上のCVサーベイに基づく分析から得られた主

要な知見は次の6点である｡

①未知で複雑な環境破壊を引き起こす地球温暖

化の被害想定を正確に被験者-伝達することが必

要であるが､極めて難しい｡伝達ミスが起きにくい

ll

説明技術の向上もさることながら､設問内容が正確

に伝達されたかどうか､被害に対する認知レベルな

どをチェックする質問項目を設け､パラメータ推定

の際にそれを反映させることが重要である｡

②と関連して､関心度が高い被験者は支払意志額

が高くなることが本分析をとおして明らかになっ

ている(注13).被害の実感が強くなるにつれ支払意

志額が増加すると考えられ､現世代と将来世代では

その評価が大きく異なる可能性がある｡現世代の将

来世代に対する遺贈価値に関する分析も併せて､世

代間の評価の変化に関する研究を進める必要があ

る｡このような分析は､プロジェクト評価を行う際

の割引率の設定にも有益な示唆を与えると考える｡

③温暖化被害やその防止政策など被験者が未だ

経験のない事柄に対する支払意志額を回答するこ

とは大変難しい｡本分析でもスターティングポイン

トバイアスの影響がみられており､これを改良する

分析技術の開発が必要である｡

④設問形式C (燃料価格増)で強く見られるよう

に､現状の生活パターンに対する状態依存が支払意

志額の推定に与える影響を検討することが必要で

ある｡一般にこの種の計量分析の理論的背景には人

間の合理的判断､瞬時の均衡状態が仮定されており､

この種の強い仮定を緩和させる必要がある｡

⑤社会的費用の原単位の作成にあたっては､複数

の異種データを組み合わせて作成する必要がある｡

精度の低い統計データが混在せざるを得ない場合

には､それが原単位の精度を患化させることになる｡

国勢調査など極力精度の高い統計データで原単位

の作成が可能なアンケートを設計すべきである｡な

お､公表されているほとんどの政府統計は､統計値

の分散等データ精度が明確に記述されていないこ

とから､データの開示も重要な課題としてあげられ

る｡

⑥本研究は､国内各地で調査を実施したものの､都

市部居住者のデータが中心であり､土地利用状況の

異なる居住者や各種産業分野の従事者など網羅的

なデータではない｡本論文で示した支払意志額や社

会的費用原単位は試算値であり､安易に使用すべき

ではない｡既往の文献からも地域や産業分野によっ

て温暖化が引き起こす被害レベルの違いが指摘さ

れており､広範かつ十分なデータを収集する必要が

ある｡また定期的にモニタリングを行い､評価値の

安定性､時間的変化についても検討する必必要があ

る｡環境問題に関する国民-の教育､啓蒙施策と併

せて､広範かつ連続的に国民意識を把握することが､

今後政策を決定する上で大変重要である｡



注

注1 )道路を対象とした費用対効果分析マニュアルでは､

温暖化の社会的費用を2300円/tCとしている｡鉄道分

野は道路マニュアルに準拠している｡港湾分野では貨幣

換算せずに排出量の変化で評価を行っている｡ただし､

いずれも自動車のみを対象としている｡例えば､東京一

大阪間560kmの高速道路を利用する乗用車の排出原単位

は文献14)より30gC/人kmであることから､ 1台に

2名が乗車していれば､ 1台がItC排出するのに15往復､

上記社会的費用原単位を用いれば､片道77円の社会的費

用が発生することとなる｡

注2 ) NOAA (N血onal　0αanic and Atmospheric

Admimistration)のガイドラインについては､栗山浩一

【1997】､建設省建設政策研究センター[1997]が詳しい｡

注3) Kagesonl1993]以外に､ Peirsonetal. [1995】は､イギ

リスにおける社会的費用として､鉄道が0.01pencd人km､

自動車とバスが0.03p蝕Cd人knと算定している｡また

ECMTのタスクフォースでは､ ECMT加盟諸国及び運輸

に係わる諸機関で計測された評価値をもとに､自動車が

0.007ECU/人kn(1991年債)､鉄道が0.0025ECU/人km

との見解を示しているようである｡

注4)設問形式AとBは温暖化対策の提示･非提示によ

る支払意志額の差をみるために分離した｡またEは4.

1に示すように詳細な都市交通ネットワークを用意する

必要性があったため､地域を限定し千葉県の東菓高速沿

線のみを対象に実施した｡なお､設問A･BとC･Dの

組み合わせの制約は本来無いが､調査労力の軽減のため

に便宜的にA-C､ B-Dの組み合わせとした｡

注5)レファレンダム方式とは､住民投票形式で環境改

善政策の実施に対しての賛否を問う方式である｡ NOAA

ガイドラインでは､衆境の貨幣価値を被験者に直接答え

させるオープンエンドよりも調査者が提示した価値額の

賛否を問うクローズドエンドの2分法を推奨している｡

注6)支払期間を限定した方が良いという考えがある｡

若年層と高齢層では支払期間が異なるため､支払意志額

-影響を及ぼすためである｡しかし期間を限定すること

で､理論的には被験者の時間選好率に対応した年間支払

意志額の増加がおきるはずだが､可処分所得が大きく低

下することを被験者が想起し､本来の支払意志額よりも

過小に回答する可能性も考えられよう｡

注7)山岡､徳岡による標準大都市雇用圏(SMEA)の

定義では､全人口の1/4がSMEA以外の地域に住んでい

るに過ぎない｡詳しくは金本【19971などを参照｡

注8)平均値を算出する際の数値積分の裾切りは最大提

示額とした｡

注9) PmtestNoを除外してパラメータ推定を行い､全国

拡大時にProtest Noのサンプル比率分だけ除外する方法

によって得られた支払意志塀は､設問形式A個が12,185

円/年､設問形式Cが25.1円/.tZとなる｡抵抗回答を全て

oとした方が支払意志額は小さく推計される｡よって安

全サイドの評価値になると考え､本文には抵抗回答を全

て0とした値を提示した｡なお､ ｢金額が高い｣という回

答者のmは､提示額より低いもの0円とは限らないた

め､推定上の工夫が必要との意見がある｡

注10)政策内容を示した設問Aと示さないBとが有意な

差がなかったことは､温暖化防止施策の適切な説明がな

されていないため､被験者がその政策を認知できていな

い可能性がある｡設問Aは｢地球温暖化防止のために､

今後､国や地方自治体､または民間の団体などが､新技

術の開発､エネルギー萌策､廃棄物処理施設の杢備､森

林の保全や車備､公共交通機関の整備など様々な事業や

活動を行っていくとします｡｣､設問Bはr地球温暖化防

止のために､様々な事業や活動を行っていくとします｡｣

とした｡今後は､政策の伝達ミスや被験者の政策認知レ

ベルをチェックできるような設問を調査票に導入すべき

であろう｡

注11)二酸化炭素は､比較的長期(数世紀かそれ以上)

の滞留時間をもち､人為的な排出(人為排出量一人為吸

収量)が現在の年間排出量約70tCで留めたとしても､

二酸化炭素濃度は少なくとも2世紀にわたって増加し､

2100年には約500ppmv (1990年レベルの50%増)に達

するとされている｡二酸化炭素濃度と1990年からの温度

上昇との関係は､ 450ppnvで約1℃ (0,5-1.5℃)､

650ppmvで約2℃ (1.5-4℃)､ 1000ppmvで約3.5℃ (2

-7℃)とされている｡

注12)大気汚染の排出原単位に関する各種調査結果の相

互比較は､環境と交通研究会[1997]が詳しい｡

注13)表7のモデルに温暖化に対する関心度などをダミ

ー変数として導入した結果､設問形式A個では温暖化間

唐に｢関心がある｣や｢温暖化が心配である｣と答えた

被験者の支払意志額はそれぞれ約1400円/年高く､ ｢地球

温暖化が次世代-影響することを罷知している｣と答え

た被験者は約800円/年高く推計された｡またr日ごろ温

暖化防止を意識して行動している｣と答えた被験者や｢京

都会鼓の開催を知っていた｣と答えた被験者はそれぞれ

400円/年程度支払意志額は高く推計された｡詳しくは､

文献1 7)を参照されたい｡
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3.動学的応用一般均衡モデルによる二酸化炭素排出削減政策の

国民経済的評価

3.1はじめに

自動車交通に起因する環境問題がますます深刻

化しており,早急な対策が必要である｡特に,地球

温暖化を引き起こすとされる温室効果ガスについ

ては, 1997年月に京都で気候変動枠組条約第3回

締約国会議(cop3)が開催され,先進各国が各々の数

値目標を設定し,その目標に沿って取組を行ってい

くことが決定された｡その中で,日本には,国全体

の温室効果ガス排出量を, 2008年～12年の間に

1990年の水準より　6%削減するとの目壕が課され

た｡これを受け,運輸部門では,同期間に,政策を

行わなかった場合40%増加すると予想されている

温室効果ガスを17%の増加に抑制するとの目標を

設定した(運輸省(1998))｡運輸部門の中でも,特に

問題とされるのが自動車交通であり,そこから排出

される温室効果ガスを如何に削減していくのかが

重要な課題となっている｡

これに対し,環境税等の経済的手段を利用した政

策の導入が検討されている｡しかし,その実施によ

る効果あるいは影響については,未だ十分に明らか

とされてはいない｡特に,これらの政策の実施は,

国民経済的な観点から見ると何らかの負担を発生

させることになるため,それがどの程度の負担とな

るのかを示した上で,効率的な政策を提示すること

が重要と考えられる｡

本章では,自動車交通を対象とした炭素税導入に

よる効果とその市場経済-の影響の評価を行う｡こ

こでは,その効果と影響を同時に評価するため,動

学的応用一般均衡伽血c Computable General

EquilibritJn : DCGE)モデルを適用する.応用一般均

衡モデルは,家計や産業の行う経済活動および市場

機構の働きを数理モデルによって表現したもので

ある｡応用一般均衡モデルの利用により,政策の効

果だけでなく,その市場経済-の影響も同時に明ら

かにすることができる｡さらに,これに時間的な要

素を組み込んだものが動学的応用一般均衡モデル

である｡なお,本章で示すモデルは,これらに加え

自動車交通を中心とした交通部門の定式化を詳細

に行っており,本章で対象とする政策を,より正確

に評価できるものと考えられる｡

3.2既往研究の整理と本研究で想定する

炭素税政策

最近,わが国では,炭素税に関わらず,広く自動

車交通に起因する環境負荷削減政策の評価に関す

る研究が進められているo谷下･鹿島(1998)Eま,自

動車の保有･利用行動に焦点を当てた部分均衡モデ

ルの開発を行っている｡また,蓮池(2001)は,中古

自動車市場まで考慮した動的な部分均衡モデルに

よる分析を行っている｡そこでは,政策の実施によ

る影響を厚生の損失という点から明らかとしてい

る｡林･加藤･上野(1998)では,自動車の保有構造

をコーホートモデルで捉え,税制が車両構成-与え

る影響の分析を行っている｡

本研究では,自動車に特定はするが,炭素税の導

入効果とその市場経済-の影響を明らかとする｡炭

素椀は,財の種類に関わらず,そこから排出される

二酸化炭素の量に対し,賦課されるものである｡現

荏,自動車交通の燃料は,大きくガソリンと軽油に

分けられるが,炭素税の導入においては,ガソリン,

軽油の区別なく,公平に税を負担させることができ

る｡

図-1には,現在の各国の挿発油と軽油のリット

ルあたりの価格とそれに含まれる税額を示した｡日

本を含め,現行の税体系では,ガソリン税より軽油

税の賦課が小さく,ディーゼル車が優遇されている｡

これは,圧倒的にディーゼル車の多いトラックを保

護することで,産業発展を促進しようとした政策的

な意図があるとされている｡これに対し,本章で想

定する炭素税政策は,二酸化炭素の削減という目的

に対し,ガソリンにも軽油にも同様の負担を求める

ものである｡そのため,ディーゼル車-の賦課が増

大することによる産業活動-の影響が懸念される｡

本研究は,この産業活動-の影響という部分を,動

学的応用一般均衡モデルによって明らかにするこ

とで,最終的な政策導入の可否を判断できるような

枠組みを提供するものである｡

15



印判W I 2｡Ⅷ　即印仰　加｡

.暮1-● ･

･暮暮tI

アメリカ　イギリス　フランス　ドイツ　　日本

■図一1ガソリン価格と軽油価格の各国比較

(出典: (財)日本自動霊工業会.道路ポケットブック)

3.3動学的応用一般均衡モデルの構造

(1)既往の応用一般均衡モデル

応用一般均衡モデルは,税政策や貿易政策の評価

の分野で発展してきたモデルである｡これが, 1980

年代後半より, Bergman(1991)やJorgenson and

Wilcoxen(1993)によって,環境政策評価の分野-も

適用されるようになった｡さらに,最近,本研究と

同様の視点である交通環境評価-適用した研究も

見られる｡本研究のモデルも,既存モデルを参考と

しているが,ここでは特に,自動車関連産業,運輸

産業,家計の交通行動モデルを詳細に定式化してい

る点が特徴となっている｡

(2)モデルの前提条件と概要

本研究で構築するDCGEモデルの前提条件と全

体構造は以下のようになっている｡

①社会には,家計と産業(運輸各部門,その他5

部門の計13部門からなる),政府が存在する｡

②　産業は,労働と資本および中間投入財を投入

して生産活動を行う｡

③　家計は,労働,資本からなる生産要素を産業

に提供し所得を得る｡その所得をもとに,産

業で生産された財･サービスを消費する｡

④　家計は貯蓄も行う｡この貯蓄がそのまま投資

に回り,次期の資本ストックの蓄積を生む｡

ただし,貯蓄の決定は,簡単化のため,次期

のみの収益を考慮した近視眼的(myopic)な期

待の下で行われるものとした｡

⑤　運輸サービスは,旅客,貨物とも基本的には,

運輸産業が提供するものとする｡ただし,家

計が自家用自動車で行う交通トリップにつ

いては,家計が自ら生産して消費するという

形で行われる｡

⑥　市場は,各生産財の財市場と,労働,資本か

らなる生産要素市場が存在し,それらは完全
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競争的である｡

⑦　政府は,各自動車燃料の消費によって排出さ

れる二酸化炭素量に応じて炭素税を賦課す

る｡その税収は,一部を低公害車-の補助に

回し,残りは一般財源化して,一般的な政府

サービスの提供に用いるとする｡

政府サービス
■■

炭♯税

<日-‥----～
税収　　　　●

井用最小化行払

す　　　　　　生産捌

●図-2動学的応用一般均衡モデルにおける経済

主体の関係(t期に着目)

(3)産業の行動モデル

産業は,生産要素および中間投入財を投入して,

財･サービスの生産を行う｡ここではそれを,二段

階に分けて定式化する｡第一段階では,労働と資本

をひとまとまりと見た合成生産要素と中間投入財

の投入量を決定し,第二段階で労働と資本の投入量

を決定する(図-3)a

生産容量PCJ

(-付加価値)

⊆ヨ望望ヨヨヨ
(Cobb･DoJLDb卿

巨頭由
暮図-3　産業の行動モデル

第一段階の財生産行動では,生産技術にLeomief

型を仮定し,その技術制約下で生産費用を最小化す

るよう行動するものとした｡その行動モデルは,以

下のように表される｡

cj-磨cJ･PCj'∑pIXi
∫



S･t･ yJ=miJl

ただし, jは産業部門を表す添字, cJは合成生産要

素の価格を表す｡このcjは次の生産要素投入モデ

ルにて導出される｡ PCjは合成生産要素投入量であ

り,財の生産量を実質的に決定するという意味で生

産容量と呼ぶ｡ pJは財価格,申ま産#iからi-の

中間財投入量, y,は生産量, a,0 Gj:生産容量比率, al

は中間投入係数である｡そして, CJは産業の最適

化行動下での生産費用を表している｡

式(1)の最適化問題を解くと,生産容量と中間投

入財の最適投入量が得られる｡

pcj = ajOyj

xl = aly,

これらを式(l)の目的関数に代入すると,生産費用

関数が得られる｡

cJ-laJOcJ･;aipL]yJ

続く第二段階では,労働と資本の投入量を決定す

る｡ここでは,生産容量関数にCobb-Douglas型技

術を仮定し,その技術制約下で生産要素費用が最小

となるよう行動するものとした｡その行動モデルは

以下のとおりである｡

cJ =LTT PLLJ'pKKJ

s.I. pcJ叩,LfjKfJ'- 1

ただし, LJは労働投入量, Kjは資本投入量, pLは

賃金率, pKは利子率を表す｡また, qは効率パラ

メータ･ a,L,a,Xは分配パラメータである｡なお･

all+a,K=lとして,生産容量関数には規模に関し

て収穫一定の技術を仮定している｡

式(4)の最適化問題を解くと,単位生産量あたり

の生産要素投入量DL,, DKJが得られるo

労働投入:

資本投入:

DLJ -il

DKj -il

aJL pK

aJKpL

aJKpL

aJLpK

これらを式(4.a)の目的関数に代入すると,合成生産

17

要素の価格(単位費用)C,単観られる｡

fJ
α

a. h<

上ノ
α

礼

(4)生産財価格の導出

財ノの生産財価格は,産業ノの利潤最大化の条件

より導出される｡

まず,式(3)に式(6)を代入すると,産業ノの生産費

用が以下のように表される｡

cj -li((i)aJ'･(紬pKqjE ･;alyj

ここで,炭素税および低公害車-の補助をモデル

へ導入する.生産要素費腰をックスベースとする

と,税を含む生産費用は以下のようになる｡

cJ - li((irJE ･ (i)a(j3ip:jpKaF(I I Tj, I ;aipL]yj

(a)

ただし, T,は税率を表す.

本研究では,自動車燃料に対し炭素税を賦課する

政策を想定する｡そこで,自動車燃料製造産業の生

産する財に対しては炭素亀aT),が賦課され,その他

の産業はT, -0とする｡ i4遭),低公害車-の補助に

ついては,低公害車製造産業が提供する財に対し,

負の税T,が課せられると考えればよいo

産業ノの利潤最大化行動は,産業の生産費用が式

(8)で表されることを考慮すると以下のようになる｡

2rj =甥x PJyJ-

(9)

l i((i)aa,jE I (iTI I
pLajpKaI(lH,) I ∑`

この最適化問題の一階条件より,生産財価格が求め

られる｡　　　　　(5.b)



+

I.I,:Jq,l:I.Q I.
′し

円じ

可J叩.～
こ

ろ
享ニー-~二,

p/jpKaJE (1 H,) ･ ∑aipL

J

(10)

式(10)を整理して行列表記すると,以下のように財

価格ベクトルが得られる｡

p'=C'･lI-A]-I

ただし, pは財価格ベクトル, Cは合成生産要素の

単位費用と生産容量比率との積のベクトル, Ⅰは単

位行列, Aは中間投入係数行列を表す｡また, 'は

ベクトルの転置を表す｡

(5)低公幸手製造産集の行動モデル

本研究では,現実に普及が進み始めた低公害車を

考慮する｡現時点での低公害車価格は,同程度の性

能を持つ従来車よりも,かなり割高である｡しかし,

低公害車の普及が進むにつれ,価格も低減していく
ことが期待される｡いわゆる習熟効果であり,この

価格メカニズムをDCGEモデルの中で扱うことと
した｡具体的には,生産要素費用に,前期までの低

公害車の累積生産量∑::~lyJ'8こ依存して決定され

る追加的費用FCを組み込んだ｡この追加費用が,

低公害車の普及とともに低減していくとする｡この
とき,低公害車製造産業の生産行動モデルは以下と

なる｡

cc -虎cc ･pcc ･∑pLXb ･FC(YFl)･yc

∫

s.I. yc -minl告,-告･･･]

ただし,添字Cは低公害車製造産業を表すo y3-1は

I-1期までの低公害車累積生産量∑::~lγ;である｡

また,追加費用FCは,単位生産あたりの費用とな
っている｡

式(12)の最適化問題の解は,他の産業と全く同様

となる｡しかし,生産費用は追加的費用分だけ増大

する｡

∬ク

.J15tJ

･⊥乃r

tノ

le
αI.･1i., ･'d･..LIILJ

α

副詞
′L

nuH相川川HHt旦e･u

rIh

三
c

c

pc -i((5) act ･(iTcL fp:CLpKqeE (I ･ Tc, ･;aLp･ ･FC(:

(14)

以上の結果,低公害車製造産業が既存の自動車製

造産業と同じ技術を持っていたとしても,初期時点

では追加的費用FCの分だけ低公害車の価格が高く

なる｡しかし,低公害車oI鼎掃生産台数が増加する

とともに,習熟効果が生まれてFCが減少していき,

高公害車と低公害車の価格差

低公書車価格

0　　　　　0
仝V　　　　　くV

1 1

0　　1 0　　20　　30　　40　　50　　60　　70

低公書車累積台数(万台)

●図-4低公害車製造産業の価格曲線

が縮まっていくことになるo

このような習熟効果は,既存の自動車にも存在す

るものである｡たとえば, 1960年から88年の間の

自動車価格と累積生産量の関係を見たところ相関

が認められた｡この関係を利用して,式(14)で表さ

れる低公害車の価格曲継推計したものが図14で

ある｡この費用関数は,そのままDCGEモデルに

組み込むことが可能で考慮.4')

(6)家計の行動モデル

(6) -1家計行動モデルの概要

家計は,労働と資本からなる生産要素を産業に提

供し所得を得る｡その所得制約下で,効用を最大化

するように産業の生産する財･サービスの消費量を

決定する｡なお,労働については,総利用可能時間

から余暇時間,交通消費時間を差し引いて求めてお

り,内生的に決定される構造となっている｡

ただし,ここでは多数の財を取り扱っているため,

莱
af(l･Tc) ･∑ aム免ナ邸匪,I

I ･5)o　なお

(13)

これに伴い,低公害車価格が以下のようになる｡

18

それらのき 動を同時に表すことが困発であっ

的にモデル化を行うこととした(図

のモデル化は, Sbven　皿d

Whalley(1992),市岡(1991)によるものを参考として

いる.まず,第一段階では,当該期の消費量Hと

‡0



貯蓄C,とを決定し,第二段階では,当該期の消費

について,合成財消費X,余暇消費l,総旅客運輸

サービス消費T,を決定する｡第三段階では,合成

財消費について,産業別財消費X,と総貨物運輸サー

ビス消費T,とを決定し,第四段階にて貨物運輸サ

ービス消費の交通機関選択勺.(ただしj'は,個別貨

物運輸産業を示す)を決定する｡一九　旅客運輸サ
ービスについては,自家用自動車で行う交通トリッ

プも考慮するものとして詳細にモデル化した｡特に,

土木計画の分野で研究が進められてきたロジット

モデルを用いた交通行動分析手法の適用を図った｡

この点は,節を改めて説明する｡

■図-5　家計の財消費行動モデルの概要

(6) -2財消費行動

第一段階から第四段階までの家計の財消費行動

モデルは,いずれも通常の効用最大化問題と同様に

定式化される｡すなわち,

vL -讐Ul(xi)

S･t･ ∑pixi -M'

ノ

のような形となる｡

ただし,添字Jは消費の各段階を,また,添字ノは

財を表す｡このノは,家計消費の段階によっては,

必ずしも産業と対応した形となっていない部分も
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あるが,便宜的にjで表したo U'は直接効用関数,

項ま財消費, piは財価格, M'は所得, V'は効用

水準を表す｡この基本的な効用最大化問題に対し,

図-5で示した家計の各段階の財消費行動を対応づ

け,具体的な式を示したものが表-1である｡ここで

は,第一段階,第二段階および第四段階の効用関数

をCES型にて,第三段階の効用関数をCobb-Douglas

型にて特定化した｡さらに,式(15)を解いて得られ

る最適消費量についてその具体形を示した｡

以上の定式化では,所得は時間所得を含む総所得

(Fdl hcome)によって定義した｡すなわち,家計は

総利用可能時間と当該期の資本ストックに基づき

決定される総所得を受け取り,それを各財の消費と

ともに,労働や余暇,交通といった時間に充てると

した｡総利用可能時間は,以下のとおりである｡

fk Ls ･S･∑thXmP

〝I

ただし, Lsは労働供給時間, Sは余暇時間, Emは

交通機関mの所要時間, X:はその旅客運輸サービ

ス消費量を表す｡以上より,時間消費も効用最大化

問題の枠組みで決定される｡

続いて,義-1(pp.26)で得られた最適財消費を各

段階の目的関数に代入すると,各段階での効用水準

が得られる｡

vl - vL(pI" Ml)

なお,これとその上位段階の所得制約式を用いると,

上位段階の財価格が当該段階の財価格の関数とL

て導出される｡

pi-I - p1-I(p,I)

例えば,第二段階の当該期消費水準vH(式(17)に対

応)から,その上位の当該期消費価格pHを導出する

問題を考える｡第一段階瑳音妄制約式より以下のよ

うにpHが与えられる○ (15･b)

〟2
PH =~訂

今,第二段階の最適化問題を解いて得られる効用水

準vHとは,当該期消費から得られる効用水準であ

る｡よって,最適化の結果においては, VHとHは

同水準と考えても問題はない｡よって,効用最大化

問題を解いて得られるVHを式(19)のHに代入する



とpHが求められるo

以上の第一段階の当該消費価格pHを含め,第二

段階の合成財価格px ,第三段階の貨物運輸価格

伽も同様に求められ,その結果を表-2に示す｡

(pp.27)

以上が家計の財消費行動の概要である｡なお,家

計は貯蓄も行う｡この家計貯蓄はそのまま投資に回

され,次期の資本ストックの蓄積を生む｡この貯蓄

の決定方法については,近視眼的な仮定を置いてい

るが,後に得られる収益のことを念頭に置いて決定

される構造となっている｡すなわち,家計が投資し

資本ストックを蓄積することによって得る収益と,

貯蓄により当該期であきらめなければならない財

消費による損失とがバランスするように貯蓄を決

定するものとした｡これは,以下のバランス式とな

る｡

pKI = pxCp

ただし,丁は投資量｡

式(20)の左辺は,次期以降の利子率もpKと期待

する家計にとって,投資丁がもたらす収益を表して

いる｡また,右辺は貯蓄に伴い当該期にあきらめな

ければならない消費cpについて,その価格が合成

財価格と等しいとして損失額を示したものである｡

式(20)を変形すると,

ptI - (%)cp

となる｡ただし, plは投資財価格である.式(21)

では, Cpの帰属価値が 普 によって表される｡

よって,これをCpの価格p,とするo

pp=姓
PK

式(22)では,利子率が低下するとppが上昇し,投
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餐(貯蓄)が減少する｡これは,利子率によって表さ

れる収益率が低下するため,家計が投資を抑制しよ

うとしたものと解釈できる｡また,式(22)の分子に

は,投資財価格および合成財価格がきており,これ

らが上昇した場合も投資(貯蓄)が減少することと

なる｡これらは,普通に想像されることである｡

こうして,第一段階における貯蓄財価格ppが導

出され,その効用最大化問題が解ける｡そして,そ

こで求められる貯蓄額(ppCp)が,そのまま投資額

(plI)として決定される｡この投資は,まず投資財

の購入に充てられ,そ.の結果として資本ストックが

蓄積されるものとする｡投資財の購入は,財ノ-の

支出割合を固定として以下のように表す｡

xJI =麺辺
PJ

ただし, X,I Gま財jの投資財購入量X,I, fjは投資財

支出割合であるoまた, i翫いると,投資財価格

pIは以下のように与えられる｡

pl -写EjPj

さらに,投資財購入に伴う資本ストックの蓄積量

AKsは以下となる.

AKs = ptI

(6) -3旅客運捨サービス消費行動

家計の旅萄軍輸消費は,自動車姐ミ大きな位置を占

めるoそこで,本モデルでは,自動車の保有制動

のモデ/叫ヒも行った上で,交通機関ごとの旅客運輸サー

ビス消費を決定する構造とした｡この旅客運輸サービス

消費行動モデルも,前節と同様,階層的に定式化する｡

その概要を図ぺに示TT. (押.27)

ここでは,まず前期までに自家用自動車を保有してい

るか否かによって家計を分けるo　自動車除脚もそ

のまま自家用自動車を含めた交通機関から機関選択を行

い,機関別旅客運輸サービス消費を決定する｡一方,自

動車を保有していない家計Gii22もず新規に自動車を購入

するか否かを決定する｡そして,新規に自動車を購入す

るとした家計は,車種選択を行う｡ここでの車種は,従

来の自動車に加え,本モデルで導入を図った低公客車の



二確軒を考えるo　こうして,自家用自動車を購入した家

計札　自動車を含めた交通機関から,また購入しなかっ

た家紬も自動車を除いた交通磯調から機関選択を行い,

機駆り旅客運輸サービス消費を決定する.なお,それら

はNested I.ogitモデ/りこより缶村ヒする｡

以上のモデ/レの中で,自家用自動車での旅客運輸サー

ビス消費については,家計自らが生産して自らが消費す

るものとした｡そのサービスの生産には　自動車本体と

自動車燃料,そして,時間資源が必要であるとする｡自

動車を中心とした交通モデ/レでは,自動車の乗り換え行

動や中古車市場の考慮についても重要といえる｡しかし,

ここではモデ/レが煩雑になることを避け,それらを固定

的に扱われる減耗により考慮するにとどめている｡この

点での精撤イ也ま,今後の課題としたしヽ

続いて,以上述べた家計行動について,その定式化を

具㈱l珊　ここでも,家計は効用最大化行動をとる

ものとする｡ただし,通常の効用最村ビぐはなく,期待

効用にエントロピー項を加えたものの最大化とする｡な

お,実際の定式化では,効用関数に相当する部分を価格

変数によって置き換え,以下のような期待費用の最小化

問題として記述した｡

qh-響[写plqn一言!pi珂

S･t･∑p1 - I

■l

ただし, P己はL段階で対象とする選択確執qmは交通一

般†帥6格, eLはロジットパラメータである｡また,添字

mは,たとえば交通機関を表すものと考えれば良しヽ

式C26)を解くと,選択確率がロジットモデ/レにより求

められる｡

また,式(27)を式(26. a)の目的関数に代入すると,ロ

グサム変数として最/)鰍財ヒ価格が得られる｡

qA - ih写exp(dqJ

以上の基本的なエントロピー項を含む期待効用最大化

問題に対し,図-6で示した各段階の旅萄鮒行動を

対応づけ,具体的な式の形を示したものが表-3 (W.28)

である｡

(7)政府の行動モデル

政府托　自動車燃料の消費によって排出される二酸化
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炭素に対し,炭素税を賦許する.その税収の一部を低公

害車の補助に回し,残りは｢般臓ヒし,政府消費に用

いるとする｡その政府消費によって政府サービスが提供

される｡この改称消費の財への支出割合を一定とすると,

政府の財jの消費量X,Gは以下のようになる｡

(,(vT ･vS)

Pj

ただし･ (, Qま政府の消費支出割合, vTは炭素執政･

vs (vs <o )I剖五公宅嘩補助金支給額である. VT, vS

は式(10), (14)から以下のように導ける｡

V, -潮(iTF i(irj'IpLaj･pKaf ･ rj･ ･yj･]

(30.a)

vs - i((釘C'･ (ircL IpLaeLpKaC'･ Tc ･yc

式(30.a)の添字ノ,は,炭素税対象産業を表す｡こ

こでは,ガソリン製造産業と軽油製造産業を考えて

いる｡ Tj,は炭素税率でg6ia.)式(,0.b)の添字Cは,

低公害車製造産業を表P.6･b)Cは補助率を表すが,

補助率は負の税として扱う｡これより, VSが負債

となる｡

なお,政府サービスの提供による人々の効用の増

分は,簡単化のためサービスの提供に費やされた金

額に相当するものとした｡

(8)市場均衡条件
(27)

本モデ/レで考慮される市掛も財市場と生産要素市象

である｡財市掛こは,中間投入財も含まれ,これを整理

すると式(31. a)のような行列で表すことが可能となる｡

財市場: y-[Ⅰて魂~11

労働市場: ∑L,-Ls
∫

f*6%: EK,-Ks
ノ

ただし, yは生産量ベクトル. Ⅰは最終需要ベクトルで

ある｡

最終需要性家計消費,投鄭卵肖費,政柵肖費からな

る｡なお,家計消費は表1,3,投野郎肖費は式(23),政府



消費は式(29)より求められる｡また, L,,K,は労働,餐

本需要, Ls,Ksは労軌資本供給を表す｡このうち,労

働,資本需要は,以下のように表される｡

LJ = aJOyJDLJ

KJ = aJOyjDKJ

なお･ DLJ I DKJは式(5)I yJは式(31･a)より求められる｡

また,労働供掛も総利用可脚寺間から,秦-1より求

められる余樹肖費および旅客運輸に関わる交通消費時間

を差し引くことにより求められるo

Ls -f2-L'-∑t:X:

■l

一方,資本馳掛も資本減耗を考えた上で,式(25)か

ら得られる前期からの資本ストック蓄積分を加えて求め

られる｡

Ks'- AKs'll ･(1-6K)Ksト1

ただし, 6Xは資本鵬

式(31)の市場均衡条件式の中で,財帝劇こついて昧

式(ll)にてすでに均衡価格が導出されている｡よって,

市場均衡条件として意味を持つものは,生産要素市場の

みとなる｡なお,これら労財布象,資本市場の条件式を

解くにIも　どちらか一方の市堤をニュメレールとする必

要があり,ここでは,賃金率をニュメレールとした｡

本モデ/レにおける均衡体系の計算アルゴリズムを図-

7(m).29)に示たこの中の最終的な条件≡和も資本市場

の非紛唱式である｡その均衡解を, Newton法により

求めた｡ Nevton法では,手仔率が以下の改定ルールによ

り更新される｡

(㌔
r(n'1) = r(A)I

昔
ただし, nは改定の回数r(n'l)は改定後の和仔率, GK

は資本の超過需要(- ∑,Kr Ks )｡

なお, GEの-階級別ま以下のとおりである｡

崇拝DKj

r股均衡体系の解法では,スカーフアルゴリズム等の

手法も開発されている｡しかし,本研究で尭熟こ数値計

算を行った場合も,解の収束等について特に支障は生じ

なかった｡

以上より,市場均衡条件を満たす均衡防格が導出され

る｡しかし,このままでは,ニュメレ-ソレとした賃金率

が動学体系の中で一定となってしまう｡これは,運輸サ

ービス消費において,賃金率を時間価値として用いてい

るので問題が生じる｡そこで,全ての期で合成財価格が

基準年価格と一致するよ触率を再決定したこれ

:_i_il三≡≡≡三雲言…三;言=7- ';--

3. 4二酸化炭素排出量の導出と

市場経済的不便益の定義

(33)

続いて,炭素頑政策を実行した場合の効果と市場経済

に与える影響を,本研究で構築したモデ/レを用いて明ら

かとする｡

本研究では,自動車燃料の消費量に,コ換†臓巨出

原単位を乗じることによりコ換†臓巨出量を求め,政

策によるその肖艇を持っ働鋲とする｡具体的に杜

ガソリン,軽油の各消費量をリットル単位に変換した上

で,ガソリン糾3[dX)2/1],軽油721[gcO2/1]とした排出

原単旺(近藤･森口(1997))を乗じることにより,二酸化

炭素排出量を求める｡

一方,市場経済に与える影響については,家計効用の

変化分を等価的偏差(Equivalent V打iation :即)の枕念

を用いて計量化することとした｡モデンレが動学の場合は,

EVも資産として扱う必要がある｡しかし,ここでは,顔

素税収を用いた政府サービスの鰍こよる家計効用の増

大分について,各期ごとに家計の便益として計算せざる

を得なかった都合上,即こついても各期ごとの家計効用

に対し定義することとした｡このとき,貯蓄分は,将来

時点において消費として顕射ヒするものであり,二重計

算となるため貯蓄分を除い磯野潮の消費から得られる

家計効用により即の定義を行った｡なお,当該期消費か

ら得られる家計効用は,表2の第二鮒こて既に導出され

ている｡これを用いたⅣの定義は,以下のとおりである｡

vH'(PXB,pLB･pwB,M2B ･ EV,)-VHF(PXA,pLA･pwA･M2A)

(37)
(36)

ただし,添字A,Bは,それぞれ政策の有無を表す

(A :有, B :無)o vHは表2にて具体的な形が導

出されており,それより式展開すると最終的にEⅥ

は以下のようになるo
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I            1

EV, - (炉M2^ -(AB2)PM2B ･(V, ･vs)

(AB2 )去

なお, (VT･vS)は,政府の純税収入であるoここ

では,この税収額分だけ政府サービスの提供により

家計の効用が増大すると仮定しているたり,税収額
を加えている｡ここで,炭素税の導入は,一般には

家計の効用を下げると考えられる｡よって,式(37)
のEVtの第-項はマイナスとなる｡しかし,政府の

税収分が付加されるため, EⅥの符号を理論的に確

定することはできない｡

総等価的偏差(TEV)性求められた即tの現在価値換算

の稔和をとることにより求められる｡

･EV-写品

ただし, iは社会的割引率｡

3. 5炭素税導入の経済評価(数値計算)

(1)データセットの作成とパラメータ推定

本節では, Ⅸ芯Eモデルを用いて,炭素椀導入に伴う効

果と影響の計量評価を行う｡ただし,

4表-4生産関数のバラメ-タ設定

効率′√ラメーク 兒ｧDX7��ラメータ ��h蝎vY|｢�NIzb�
労倣 倬�gｲ�

農林水産業.製造業 �3u2縱B�0.7448 ���#SS"�0.3402 

ガソリン自動車製造産業 澱C2縱b�0.$171 ����C#��0.1787 

デイ一々●ル自動車製造産業 田�2縱b�0.8171 ��貳x��0.1787 

低公客車製逸産業 田�2縱b�0.8171 ����C#��0.1787 

揮発油生産産業 鉄R��R�0.5274 ��紊s#b�0.5156 

軽油生産産業 鉄R��R�0.5274 ��紊s#b�0.5156 

亀力.ガス.水道 都R緜"�0.5616 ��紊3ィ�0.4457 

商業 田sC3��0.8154 ����イb�0.6681 

金融.保険 �#SゅC��0.6997 ���3��2�0.6118 

不動産 ��經B�0.0811 ��纉�ヲ�0.8030 

鉄道旅客籍送 道路旅客輸送 鉄52紊��0.7874 ���#�#b�0.3756 

2037.13 ��纉h�c2�0.0317 ��縱3Cb�

自家用旅客自動車輸送 ������0.0000 ��������0.0000 

航空輸送 �#3�"經��0.9987 ������2�0.3151 

鉄道貨物輪送 �#�#b繝"�0.9674 ����3#b�0.4140 

道路貨物輸送 ��s�R����0.9404 ����S澱�0.6429 

自家用貨物自動車輪送 ������0.0000 ��������0.0000 

水運 涛��紊"�0.$523 ����Csr�03569 

通信.放送 鼎SB纉B�0.7668 ���#33"�0.5867 

公務 �#3cr纉b�0.9969 �����3��0.6609 

サービス業 田C2繝R�0.m6 ������B�0.5592 
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カ●刈ン手製造産業 �������ﾓ��ﾓ������������������033 006 00 ㈱ 000 00 075 0α) 00 (氾0 0(XI 0(氾 (氾0 0(XI 005 00 000 0(氾 0(め 066 

ディーゼル壬製造 

低公等車製造 

揮発油生産産業 
軽油生産産業 

t力.ガス.水道 

葡★ 

金世.保坂 

不動産 

鉄道旅客搬送 道路旅客輸送 自家用旅客自動車輸送 

航空触法 

鉄道井物輸送 

道路貨物輸送 自家用貨物自動車抽遺 

水畢 

通借.放送 

公演 

サービス兼 

291,807 

583,138,500 

0.09734 

l嘩弊本ストックt
資本減耗串

そのためには,モデJw各関数のパラメータを決める必

要がある.ここでは,キャリブレーションと呼書卦しる手

法により,パラメータを設定した｡キャリブレーション

手法とは,まず基準年を設定し,その年のデ｣タセット

を仲裁する.そして,作成されたデ｣タセットを厳敵こ

再甥するようにパラメータを決定する方法である｡この

方法では,決定されたパラメータについて,統計的な検

討を行うことは不可能であるが,比較的容易にパラメー

タが択められるため,応用一般均衡モデ/レではよく用い

られる｡

本研究では, 1995年を基準牢とした｡まず,経済関係

のデータセットは, ｢平成7年(1995年)産業連関表｣を用

いた｡この中で,貯蓄,投資に関わる部分は, ｢国民経

済計算書｣を補完的に用いた｡また,余暇時間について

は, NrⅨ放送文化研究所の｢日本人の生活時間｣から,労

働/余暇時間比(朝. 877)を用いて,余暇時間費用を推計

した｡

以上のデ｣タセットより,生産関数,効用関数のパラ

メータが決定されるoその結果を表4, 51耕ただし,

cES効用関数の中欄力性は,既存研究(市岡(1991) )

による値を用いた｡

産業連関表の漕艇藍業や自動朝鮮耀蛙産業の生産量

と対応する旅客･貨物輸送量(人キロ･トンキロ)や自動

脚肖費量(リットル,)の交通データはr道路交通経済

要覧｣剛より徹した｡各交通機関
の所要時間は,いくつかの資料を参照し,機関ごとの平

均速度等から推計した｡以上の交通関係デ｣タセットと,

別途外生的に設定した旅客運輸サービス消費に関わる価

格弾力値から,旅客運輸サービス消費行動モデルのロジ



ツトパラメータが決定される｡すなわち,まずロジット

モデルから価格弾力性eを誘導する.

e-一三両)2(I-Pl)

ただし･だ-親･ xpGi#1段階?上位

の交通消費量であり,ロジットパラメータの決定に

際しては,固定として扱う｡価格弾力性は,金本

(2001)によるレビューを参考に設定した(表■)｡こ

れより式(40)は,ロジットパラメータeLのみが未知

数となるため, eLが一意に決定される｡こうして,

旅客運輸サービス消費行動モデルのロジットパラ

メータがそれぞれ求められる｡

J表ニ6旅客運輸消費における価格弾力性

非自動車槻関選択 自動車機関選択 蔦����
-0.3 

自動車購入車種選択(高/低) 蔦����

自動車購入 ��ｳ����

■義一7旅客運輸消費における

価格弾力性J)ジットパラメータ

新規購入 倆H顥�����交通機関選択 
非保有者l保有者 

ロジツトパラメータ 蔦�����2�-0.00014 蔦����r�-0.072 

定数項 ��縱���5.179 ��纉c��-I.928 

(2)将来シミュレーション(政策無)

前項で設定されたパラメータの下で,政策無の状

態での将来シミュレーションを実施した｡その結果

を,図18から10に示す｡ bp.30-31)

国内総生産は,若干過大推計となっているが,自

動車の輸送量については,トレンドをある程度表現
できていると思われる｡ただし,自動車交通からの
二酸化炭素排出量は, 2010年時点で1990年比の

26.7%増にとどまる結果となった｡これは,冒頭で

述べた旧運輸省の推計である40%増という予測値
と比べると過小である｡次節での炭素税に対する政

策シミュレーションにおいては,この点を念頭に置
いて考察を進めることとする｡

(3)炭素柳巳鳩麦の設定

炭素税は,ガソリン,軽油の種類に関係なく,コ財ヒ

炭素排出量的)に対し賦課されるものであるoその税

額をT (円/g (狗)とする｡先に示したように,ガソリン

の二酸†臓巨出原単敵地3(g A/1),軽油は721 伝

(狗/1)である｡よって,排出原単位にT (円/g喝)を乗じ

ることにより,各燃料こ対する税噺ミ得られる｡な

お, Ⅸ芯Eモデルでの計算では,これらの税炉課額を税率

に変換して適用した｡

ここで,甥行の各燃料価格,税額を表増に承れ串在

は,ガソリンの方が軽油より,税額で見ると㌶円/1ほど

高くなっている｡本研究では,この現行の燃料税もゼロ

とし,改めて炭素税のみ勧拭敢することを想定した｡

d表_8現行の自動胞価格および親猿

ガソリン【円n] 佗冩ｸ������｢�

現行価格 ���R繧�81.7 

現行税額 鉄ゅb�36.1 

税抜き価格 鼎r�"�45.6 

(4)炭素税政策のシミュレーション縮果

前節で説明した炭素横顔T (円/g∝ち)をゼロから徐々

に上昇させて, tXXEモデルで計算を行った｡なお,政策

の開始i2003年とし,二回の動学計算において枕炭素

税率は変化させないものとする｡ここで,炭素税額がゼ

ロということは,頚行の燃料税もゼロとなっていること

に注意が必要である｡炭素税導入に伴う効果と影響につ

いてのモデルでの計算結果を以下8珊

(4) -1コ財ヒ炭素排出量削減効果と市棚的不便益

設定した炭素税額と2010年時点で1990年と比較

した二酸化炭素削減率を示したものが図-11であ

る｡ (pp.31)

図中aXDは,市場経済的不便益がゼロとなった状態を

とっており,現行の税制を炭素税として見た場合に相当

するoそして, ②が19鮒年比でコ換I臓巨出量を17%

増に抑制するケース, ③が1990年比でコ掛倒巨出量

を6%削減するケースである｡なお, ⑳ま運輸部門の二酸

化炭素削減目槙, ③は国全件でのコ財ヒ炭素削減目標で

ある.それぞれ,炭素締ま, ①5. 2【万円/t(鵜〕 , ⑳i. 5[万

円/tOZ], ③ll.3[万円/tq]となっているoただし,こ

れ古淵行の税額をゼロとした場合を基準としたものであ

り,現行と比較した場合②のケースで632. 3 【万円/t(鵜] ,

③のケースでは5. I [万円/t恥]炭素税額を増加させるこ

ととなる｡各ケースに対応したガソリン,軽油価格は図

-12bp.32)のとおりである. ②のケースでは,ガソリン

価格は4[円/1】ほどの値下げとなる｡

以上の三ケースを含めた炭轟税額に対する市場経済的

不便益額を示したものが図-13伽32)であるo ②の二酸

イ臓巨出量を9時比で17%増に抑制した場合,約

5, 000 [億円/年]の不便益が生じ, ③伽%削減した場合に

は,約1. 7[兆円/年]の不便益が生じる続果となった｡た

だし,これらの額の大小については,自動車燃料以外の

部門に対しても同様の炭素税勧l鵡果した場合の市場経済

的不便益と比較して判断する必要があり,ここで結論を
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出すのは早計である｡すなわち,それらの比較分析の結

果,コ財ヒ炭素削減に対する異部門間での効率性が評価

されその上で改めて本研究にて導出された自動車部門

への炭素税政策が実行に値するかを判断すべきと考える｡

以上に加え,ここでは炭素税収の一部を低公害車の購

入補助-回すケースも計算を行らた｡図-13では,その際

の市場経済的不便益曲線も示した｡炭素税のみを課す場

合と比較して,同程度の二酸化炭素排出の削減に対して

札低公客車祐助金支給政策は,市場経済的不便益を軽

減させることがわかる｡すなわち,補助金支給政策によ

って便益が発生している｡その額は,約1, 000[億円/年]

ほどである｡

(4) -2運捨･交通部門への影響

続いて,前節の炭素税導入に対する運輸部門-の影響

を示九まず,図I14bp.33)に炭素税導入の有無に対す

る20 I(輝時点での棚Ijコ財臓戸出量の変化率

を示した｡今回は自動車燃料のみに炭素税を賦課してい

るにも関わらず,他の交通機関でも二酸†臓巨出量に

変化が生じた｡これは,炭素税の影響が経済循環の中で

波及的影響を及ぼし,他の交通機関の生産量にも影響を

与えたものと考えられる｡

次に,旅客輸送人キロ,貨物輸送トンキロについて,

炭素税導入に対する20 1岬寺点での変化率を交通機関ご

とに示した｡そのうち,旅客輸送では自家用自動車を,

㈱送では道路貨物を取り上U,それぞれ輸送人キロ,

輸送トンキロの2003年から2012年までの時系列での変化

を示した(図-15, 16, FP.33).

図-17(押.34)に托2010年での自動車台数の財ヒ率と

自動鮒財ヒ率とともに,自動車台数については,

ガソリン車台数,ディーゼル車台数の時系夕嵯化を示し

た｡これらのうち,特にディーゼル車の減少率が大きく,

さらに年々その減少率が大きくなっていることがわかる｡

純一3産業･家計部門への影響

炭素税導入に伴う産業別生産量の20 10年での変化率を

示したものが図-18(pp.35)である｡この中で杜貨物運

輸が最も大きな影響を受けている｡これは,炭素税の導

入がディーゼル車に強く影響を与えているためだと考え

られる｡また,サービス･その他の部門の生産量が増加

しているのは,政柵ミこれらの部門で多いためであ

る｡国内総生産については, 2003年から2010年までの時

系夕懐≡化も示した｡

家計消費,貯蓄,効用水準ついて,炭素税導入に伴う

201時での変化率を示したものが図- 19 (pp.35)である｡

家計消費において,貨物謝肖費の減少率が非常に大き

し㌔また,貯蓄も減少しており,資本ストックの蓄積に

も影響を与えるものと考えられる｡なお,図-19では同

時に,家計が被る損失を表す市吸経済的不便益の時系列

変化を示した｡これを見ると,年々不便益が増大してい

くことがわかる｡

3.6おわりに

本研究では,近年の自動車交通に起因する環境問題に

対し,特に温室効果ガスの削減を目的とした炭素税導入

に伴う影響を, Daモデルを用いて明らかとした｡その

結果得られた結論は,以下のとおりである｡

①　　運輸部門の温室効果ガスの削減目標[温室効果

ガスを20 10年時点で1 990年比の1 7%増8頚椎rJ

する]を達成するためには, 8. 5【万円/t002]の

炭素税を経世ばよい｡ただし,これJ瑠行で

訣せられている頑額を含むものである.このと

きの市場経済に与える影静j:,約5, ∝沿【億円/

年]の不便益となる｡なお,炭素税8. 5[万円

/t002]とは,現行のガソリン価鰍出[円/1]の

値下げ,軽油価格が25[円/1]の値上げに相当す

る｡

②　　一方,国全体での削減目標[温室効果ガスを

201時時点で199碑三比の6%削減】に対しては,

11. 3[万円/t∝俊】の炭素税を致せばよし㌔　この

ときの市場経済的不便益は約1. 7[兆円/年]で

ある｡

以上のとおり,本研究では政策導入に伴う市場粗斉-

の影響を厚生の損失として明らかにできたことが成果で

ある｡しかしここでは,自動車交通のみを対象とした炭

素税の導入に対する評価にとどまっている｡よって,今

後は自動車以外の部門-の炭素税導入による影響和も

行い,それらを此叔した上でどの部門に税を課すことが

効率的であるのかを検討することが重要と言える｡環境

問題といえども,希党負荷を効率的に削減できる部門か

ら削減を進めるべきだと考えられる｡なぜなら,非効率

な削減を実行した場合,最終的にその負担を負うのは家

計だからである｡なお,このような観点からの分析にも

Ⅸ芯Eモデルは有効となり得る｡少なくとも,他の部門-

の炭紳人の影響評価については,本研究で用いたモ

デ/レをそのまま利用できる｡さらに,それらの拡張とし

て,家計の厚生水準が最大となるような各部門ごとの炭

素税負担割合を決定する問題が構築できる｡これは,正
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しくMPEC(均衡制約付き息酎ヒ間鈴であり,現実問題と

しても非常に重要であり,今後早急に取り組む必要があ

る.
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●義一1家計の財消費行動モデルの定式化

効用最大化問題 丿Xﾞ���N�｢�

第一段階 り=1) 冖>F謾�嵐粐vﾂﾕ�Ｗ�7�b笘ｶr�当掛肖費:H=吐 pHqlAI 

S.I.PHH.ppCp-pLEhpKK(:MI) �)�'鞐��D7�ﾙ6i]xﾛ�����ﾂ�+ﾘ+�+Rﾂ��ﾂﾕ���ｄ潰�ﾂ停�ﾕ�ｕ���ﾗ�竰�

pH:当該消費財価軌pp:貯蓄価格.E2:総利用可能時間,K:資本保有量,Ml:総所 

得,PH:分配パラメータ,0,I:代替弾力性,vL:-(5,-I)/U,,V:効用水準. 

第二段階 (~f=2) ���dべ㎎ﾆﾇ螺g√｢逞6e7里蝸�eG�fb�合成財消費:一余暇消費: X=yxI孟S=ysIL pxq2A2Pf2A2 

S.I.pxx+PLS+puTp=M2 ��ﾙ{xｷ�暮t�｢�Bﾃﾕ��板��｣$�"�+ﾘ+�+Rﾂ��ﾂﾗ裸��ﾗ�"長宥�鳴ﾗ�"跳�*伜��"��

px:合成財価胤pw:総旅客運輸価格,M2:=M1-p;C;,yx,yl,Y,:分配パラメ- 

タ,VH:当該期の消費から享受する効用水準. 

第三段階 揚�ﾊｸ8��薑�rr�個別財消費:xJ-吉MS 総貨物運輸:xp-AM3 PTF 

(ノミ3) �2蹌閇G�ﾅつ��DeG�ﾔﾓ2��r��6ﾘ,ﾘ齷:竟Igｹ�ﾂﾉE){�无Z�騁�決､�,ﾈﾞ���

p,.‥財価格,pu:総貨物運輸価胤M3:=M2-pix'-pkTp'.gJ,gP:分配パラメ- 

タ,VX:合成財消費から享受する効用水準. 

第四段階 (!=4) 秒ﾇ�ﾖ薈ﾅ5�EΩ��交通機関別貨物-費:xj-pSg. 

S.I.∑p,X,-M4().は貨物運輸のみ) ∫ �+ﾘ+�+Rﾄ�BﾘyEで�S�ﾗ�竰��r�

pj.:貨物運輸価格,M4:-M3-∑,p,'X,'JX,:分配パラメータ,VTF=総貨物運輸消費 

から享受する効用水準. 
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■義一2家計の効用水準および財価格の導出

効用水準 俥�廁ｦ��

第一段階 (f=1) 白�I 現在消費価格‥pH-(A2)百 
V-Ml.(Al)市 

第二段階 (′=2) ���dぶﾓ"邃�"�/��合成財価格:px-tI(ErJ(Ere 

第三段階 (f=3) 揚ぶﾓ2蕋�$｢Ц'"�1 総貨物運輸価格:pp-(A4)耳L 

第四段階 (f=4) ���eG�ﾔﾓB邃�笘�2� 

5身重:交二薗

+

農道　ノ11ス･

ククシー

a戯_卓然耕

■図-6旅客運輸サービス消費行動モデルの概要
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■義一3家計の旅客運輸サービス消費行動モデルの定式化

段階 俐Y4ｸ峪n)���各分担率 

自動車(車種h) 保有家計の 交通機関選択 ��ぴ饅��ﾔﾗ�ﾒﾙkg�ﾔﾓ�ﾖﾔﾕﾒ�2苒閇G�ﾔﾒﾓ��交通機関選択確率: ど-i:ie(;:mq)m) 

巾 ��ﾈ�b�

交通機関別一般化価格 非自動車交通:qm=pn,+pit." 自動車交通:qh=KhPp+PLth 俘(ﾏh･�鋹]ｹtﾈ徂ﾇh,ﾂ�{xｷ�暮t�5H�ｸ7(5��宙8ﾘ4�5H8�討��へvﾆ韲ｦW���'�ﾒ��

添字m:交通機関を表す,添字h:車種を表す,pm:運輸サービス価格,tm:所要時 

間,KA:燃費(低公害車は高公害車の半分と設定),pF:自動車燃料価胤tA:自動車 

所要時間,eM:ロジツトパラメータ. 

自動車購入にお ける ���ﾙ¥���7�ほkg��6ﾆD�5ﾒ�車種選択確率‥PhS-糸 A 

車種選択 �2苒閇G��2ﾓ��新規自動車購入者の 旅客運輸サービス価格(ログサム): 

A ��"ﾖ免韲ｦW���7�ｒ�

ββ:ロジツトパラメータ. 

新規自動車 購入確率 ��ぴﾘｻ����'�����簽���2苒膰���ﾔ��自動車新規購入確率: exp(cBqBB) pBB=ex,(oBqBB).ex,(OBqBB-) 

○ qB-ih写exp(esqA) qB--gln写eq,(e"qm) ��hｴｸ齷:竟Hﾗy?ﾈ�(,ﾂ�{xｷ�暮t�5H�ｸ7(5��宙8ﾘ4�5H8�討��椿呈閇FW���'����ｲ�

添字o:自動車を新規に購入するか否かを表す,添字H-:自動車非保有を表す,添字 

B,B:それぞれ新規自動車購入,非購入を表す,OB:ロジツトパラメータ. 

自動車 ��自動車保有率‥PH=Z卜l(I-6)'X. 

保有率 刧� 

Z'-1‥前期の自動車保有台数6:自動車減耗率,xl:新規自動車購入量,N:人口. 
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■図-7均衡計算アルゴリズム

30



(10億人キロ)旅客輸送人キロ将来推計結果く無政策) 
1,400 們���&ﾂ�推計佳稔輸送人如 ��

1.200 1,∝氾 旅 毒a∞ 送 A キ600 口 400 ･200 �ｨ���ﾒ�._昆牡兼:.た..Y.--X-iC...せせ一発-.脚→ 

_X-潔-潔.-i-.X.-.jr.,軒凍--jK..潔,.潔..鮒..*'"- 

鉄道 

バス.タクシー等 ��
航空 

0 19 �ｨ耳耳耳耳耳爾�･..■一一 

＼ 

851987198919911993199519971999200120032005200720092011 

I図-8輸送人キロ将来推計結果(政策無)

(10億トン和)貨物輸送トンキロ将来推計結果(無政策) 

700 們���幵�推計佳 ��

600 500 旅 客 輸400 送 ト 主300 口 200 100 0 19 ��稔捨送トンキロ 

遭路貨物 

▲｣｣■▲▲▲ �59;��
--ー--一■ ��

851987198919911993199519971999200120032005200720092011 

L図-9輸送トンキE)将来推計結果(政兼無)
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(10億円)国内捻生産将来推計結果(無政策) 

700,000 600.000 500.000 400.000 300.000 200,000 100,000 _0 19 們���幵�x�������推計準国内稔生産 ��

▲ 

"I-■●''-州.''-''''''''''''-'''-'-■…'"'''''''''''--"I"''N''l''''N''''H'''''営業余剰''M''"''' 爪′▼ヽ′▼ヽ′▼ヽ′n′れ′▼ヽ 

.....".............;;爪....J1....=....3....ニ:...n､L,..)ULL,～, 

1′▼ヽ′▼ヽ′▼ヽ√7ヽ′■▼ヽ 固定斉木減耗 

85198719ぬ19911993199519971999200120032005200720092011 

I図-10国内稔生産将来推計(政策無)

CO2削減のための炭素税額 

100% 2010 年80% 義 化60% 炭 秦 莞40% 辛 ∩ lT,020% 年 比 LJo% -20% ���0 

暮 

(令 ��t"�

2.04.06.08.010.0一一12. 

炭素税魚(万円/tCO2) 

J図-1 1炭素税と二酸化炭素排出量の変化率
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ガソリン価格

①105.8【円Ⅵ (現行)

②101.9[円/q (-3.9)

@1 19.9lpI/L] (+14.I)

軽油価格

①81.7【円/L] (現行)

@106.9lR/q (+25.2)

③127.1【円/q (+45.4)

0　　　　　　50　　　　　100　　　　　150　　　　　200 lFZ]^]

■園-12　炭素税政策に対するガソリン,軽油価格

(10億円′年)限界市場経済的不便益曲線(対炭素税輯) 

2,000 1,500 程ﾂ�偵��

γ ��

;1,000 経 停��

._!グ-'rL ��

請 的500 不 痩 益0 -5∝一 一1,000 ��

①///-/′; l ��

2.04.0//i.0,8.0@10.0@1 
/--/. 

′7---/一 
-′一炭素税焦(万円/tco2) 

J図-13　炭素税に対する市場経済的不便益
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_CO2排出量変化率(2010年) 
0 
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J図-14交通機関別二酸化炭素排出変化

旅客輸送量(人キロ)変化率(2010年) 
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■図115交通機関別旅客輸送人キロ変化率

貨物(トンキロ)輸送量変化率(2010年) 
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機関別貨物輸送量時系列変化率<道路貨物> 
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『図-16交通機関別旅客輸送トンキロ変化率
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ガソリン車台数時系列変化率 
○ 0.02% 0% ノー0.02% -0.04% -0.06% �� 

2品2ヤ4200520062007200日00,20102011 

＼J..-..炭素約5' ＼■ー儲税`11.3' 

-0.08% ��

ディーゼル車台数時系列変化率 
Oy0 -02% -0.4% -0.6% -0.8% -1.0% -12% �)V�#(�(+X+#S#��c#��s#���#���#���#������

~＼＼ 

＼ 

＼ 
･.◆...炭素税(8.5) 1■-炭素税(ll.3) ��

l 

『図-17　自動車台数変化率と燃料消費変化率
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産業別 剩ｹ産量変化率(2010年) 
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4.地球温暖化ガス排出抑制のための土地利用規制策の経済評価

4.1背景と目的

地球温暖化ガス排出抑制策の早急な実施は当面

の重要な課題である.しかし,現在の状況は,いく

つかの政策オプションが提示されているだけで,具

体的な対策は遅々として進んでいない.この原因と

して,これまで政策の実施が経済活動に与える負の

影響について十分な評価がなされず,政策に対して

我々が何をどこまで負担すれば良いのかというこ

とが具体的には明らかにされてこなかったため,政

策の実施に踏み切れなかったのではないかという

点が挙げられる.政策の経済活動-の負担とは,例

えば本研究で対象とする土地利用規制策を実施し

た場合,人口や商業施設等があるゾーンに集中する

という現象が生じる.これにより,まず当該ゾーン

の地代が上昇することによる負担が生じる.また,

当該ゾーンより発生する交通に関わる混雑が増す

ことによっても負担が生じる.このうち,交通-の

影響壮,発生交通量の抑制による温暖化ガスの削減

が期待されるが,その場合の住民の負担がいったい

どれほどのものであるのかを明らかにすることも
一方で重要と言える.もし,住民の負担を考えなか

った場合,住民に過度の負担を負わせるような政策

を選択するという誤った方向に向かう可能性があ

るためである.よって,現実問題として温暖化ガス

の排出抑制策を考えた場合,政策実施に伴う効果と

ともに住民の負担についても評価を行うことが肝

要といえる.

本研究では,交通部門における地球温暖化ガス排

出抑制策を対象とし,住民の負担を計量的に評価し

た上で,費用便益分析の枠組みで温暖化ガス排出抑

制策の有効性を検討することを目的とする.ここで

は,筆者らがこれまで構築を進めてきた応用都市経

演(computable UrbanEcomomiC: CUE)モデルl)の適

用を試みる. CUEモデルは,元々交通社会資本の

整備効果を評価するために開発を行ったものであ

るが,それを温暖化ガス抑制策の評価に適用しよう

としたものである. CUEモデルでは,交通行動を

含めた各種の経済活動からなる個人行動のモデル

化および立地選択行動を介して表現される都市構

造の変化についても把握することができ,よって,

政策が諸経済活動に対してどのような影響･負担を

与えるのかが明らかにできる.そして,最終的には

それらの影響を,社会資本整備評価における便益計

測の概念を適用して,貨幣タームで評価することが

可能である.また, CUEモデルは,岐阜都市圏の

交通社会資本整備評価-の適用も行って実証分析

に対する有用性も確認しており,本研究においても

現実的な政策の効果,影響について評価できると考

えられる.

本研究では,温暖化ガス排出抑制策として土地利

用規制策を取り上げる.通常,これらの政策には,

炭素税に代表される税政策の実施が有効とされて

いる2).それにも関わらず,ここで土地利用規制を

取り上げたのは,税政策の有効性を否定しようとい

うものではなく,土木工学の立場から,都市計画上

の重要な政策である土地利用規制を通して温暖化

ガスの排出抑制が行えないかと考え,その有効性の

検討を行うこととしたものである.

4. 2応用都市経済(CUE)モデルの概要

(1)モデルの前提条件

本研究で用いるCUEモデルは,以下の前提条件

に基づく.

1)ここでは,都市圏レベルの地域を対象とし,それ

はⅠ個のゾーンに分割されているとする.

2)ゾーンには,家計,企業,建物開発者,不在地主

が存在する(図-1).なお,企業は,合成財企業と

商業系企業からなるものとする.また,都市圏に

は一つの地方政府が存在するものとし,その政府

が土地利用規制策を行う.

3)土地と建物は別個に取り引きされている.また,

それぞれ居住用と業務用とを区別して扱う.

4)市場は,土地市場,建物市場からなるとし,それ

ぞれ居住用と業務用とにわかれている.

坤t:'･･''子･･ ･･回一･･野ト･'?:i?

図-1モデルの軽済主体関係国
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(2)家計の行動モデル

家計は生産要素を提供することにより所得を得

て,それを基に,自身の効用が最大化されるように

合成財,建物,_余暇の消費を行うものとする.ここ

で,財および余暇を消費する際には,商業系企業が

提供するサービスを必要とするものとし,そのサー

ビスを消費するために家計は交通トリップを発生

させるとする.この交通トリップが自由トyップと

解釈できる.なお,本研究では交通トリップについ

ては,いずれも自動車交通のみを考えている.これ

ら効用最大化行動を以下のように定式化する.ただ

し,効用関数は,線形対数型にて特定化した.

viH -.zu,諸賢.sH,,. aZ lnxzHL 'ap lnxp"･･ 'aT hx,HL

+as lnxsH, +aL lnll (la)

S.I. xzHi +PFH,xpHi +q,Hx,7 +psxsHi +wl, = W

(lb)

ただし, VLH :ゾーンiの家計の効用水準, XZHL :価

格を1とした合成財の消費量, X,H, :居住用建物床

消費量, X,HL :自由トリップ消費量, XSE :商業系企

業サービス消費量, I, :余暇消費量, az,ap,aT,aS,

aL :分配パラメータ(az+ap+aT+as+aI=1),

PPH, :居住用建物地代, q,T :自由トリップの一般化

価格, PSH, :商業系企業サービス価格(固定), W :

賃金率(固定), T :総利用可能時間(固定), nu :ゾ

ーンt'に居住しゾーンjで就業する家計数, tu : ･j

間の交通所要時間, N, :ゾーンiの家計数.

式(1)を解くと,以下のように各財の消費量が求

められる.

xz"I-azq･ Xp"I-貰q･ X,HL=雛･

xsq-曳El,, ),-旦f2,

Ps W

ただし, f2L :家計の総所得

(2)

(- wlT-妄nutu/NiD ･

式(2)を式(1)に代入することにより効用水準が求

められる.

VLH = In° -aplnppH1 -aTlnqiH -aslnps -aLlnw +C

(3)

ただし,

C= az hal +ap IRα, +aT lnaT +ashas +aJ lnaI

式(3)は,家計の効用水準が所得q ,居住用建物
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地代ppH,,自由トリップの一般化価格qiHの関数と

なることを表わしている.よって,包絡線の定理を

適用すると効用水準の全微分形が以下のように求
められる3).

dV.H - 1ト,HidpFH. - xTE･dq,H

-W拷dtu･-W写tud(幻] (4,

ただし, A :勾1)の最適化問題を解く際に用いたラグ

ランジュ乗数.

式(4)は,家計の効用の変化分が,建物地代変化(第一

項) ,交通｢股化働各変化(第二項) ,通勤時間変化(第三

項),通勤分布変化(第四項)に分解されることを表してい

る.

次に,家計は式(3)で求められたゾーンごとの効

用水準を指標として,居住地のゾーン選択を行うも

のとする.これを,以下のような選択の基本公式4)

として表される効用最大化問題により定式化する.

sH等[;PLHvLH一錘pLHlnPLH)] (5a,

S･t･ ∑Jf - 1　　　(5b)

∫

ただし, ∫〃 :家計の居住地選択における最大期待

効用値, p,H :ゾーンL'の居住地選択確率, eH :ロ

ジットパラメータ.

式(5)を解くことにより,居住地選択確率が以下

のようなロジットモデルにより与えられる.

I:H
exp eHv.･H

∑exp eHTIH
∫

(6)

さらに,式(6)を式(5)に代入すると,最大期待効

用値が求められる.

sH - iln∑expeHvLH　(7)

∫

(3)企業の行動モデル

a)合成財企業の行動モデル

合成財企業は,建物と業務トリップ,労働を投入

して,生産技術制約の下で利潤が最大となるように

生産を行っているものとする.なお,ここでは生産

関数をコプ=ダグラス型技術により特定化した.

rII" -捕,.WLr,,.Mlyi" - Pp"iXp1 -q･"X,i I WLi"] (8a)

S･t･ ,iM -qM(xpl)PPM(X,幻hN(Lr)BF (Sb)

ただし, yLM :合成財生産量, xpMi :業務用建物床

投入量, XTT :業務トリップ投入量, Lr :労働投



入量, pFl :業務用建物地代, q.M :業務トリップ

の一般化価格, qM,PPM,PTM,PLM :パラメータ.

式(S)を解くことにより,合成財企業が投入する

建物床,業務トリップ,労働投入量が求められる.
1

PPM +pr 'pLM

(9a)

Lr - lg御Pp"(鮒h"]読(9C,

なお,式(9)中の供給関数は以下の通りである.

yLM -[
PpM +q +PLM

( 10a)

ただし,

C,M - [錘)pin (qL-ikN {W,げ]荊露

lxpl ･X,臣Li"] (lob)

式(9),(10)を式(8)に代入することにより,利潤関

数が求められる.

rTi" = Il," (pp託,q,")　　(1 1)

式(ll)に包絡線の定理を適用することにより,刺

潤ll,Mの全微分形が導出される.

drI,M = -xFl dppl - XTT dqLM　　　(12)

b)商業系企業の行動モデル

商業系企業は,家計が発生させる自由トリップの

集中交通量により決定される商業サービス需要を

満たすという制約の下でサービスの生産を行うも

のとする.その行動は,費用最小化問題により定式

化する.ただし,生産活動には建物と業務トリップ,

労働が投入されるものとした.なお,生産関数はコ

プ=ダグラス型技術により特定化した.

cLS -.喜怒ASlplLXpSL･qLSxTSL･wLf] (13a)

S･t･串i虜(XTSL)G(Lf)磨-yJSl-g･∑JXTHp] (13b,

ただし, X,a,,:ゾーンjからト-の自由トリップ数,

C.S :商業系企業の生産費用, xl, :商業系企業業務

用建物床投入量, XTS, :商業系企業業務トリップ投
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入量, Lデ:商業系企業労働投入量, p芸, :商業系企

業業務用建物地代, q,S :商業系企業業務トリップ
ー般化価格, yiS :商業サービス生産量,

qs,Pps,PTS,plc :パラメータ, g :自由トリップ集

中量の商業サービス生産量換算係数.

式(13)を解くことにより,商業系企業が投入する

建物床,業務トリップ,労働投入量が求められる.

RU
立が

b'Lt.

〟.

tlq i<
円U

ri:]E=

Ru
一q A.

〟.磨

1

p^S.pi 'pLS

(14a)

xTSL - li(#LS (欝〉干

(14b)

Lf=li(覇像)千(.4C,

式(14)中の供給関数は以下の通りである.

{Jp.

し
こ

El･t

y′

ガ+度+
L2月B

]

pf 'pi +PLS

l-(pi'pf'pLS)

ただし,

C.S - lf(pf,)pis (q,S)pS {W,ガ戸房lxs. ･X,S. I Lf]

(15b)

式(14),(15)を式(13)の目的関数に代入することに

より,生産費用C.Sが求められる.さらに,以下の

式より利潤が求められる.

rIIS - psy.5 -C.F(p言L,q,S)　(16)

式(16)に包路線の定理を適用することにより,利

潤nデの全微分形が導出される.

drI,S = psdyLS - XIL dp言L -XTSj dq,S　　(17)

式(17)の第-項は,商業系企業の生産量変化によ

る影響を表している.この項が残るのは,式(13)の

モデル化において,商業系企業はその生産を自らの

意思で決定するわけではなく,自由トリップの集中

交通量に応じて決定されるとしたためであり,外的

な要因である自由トリップ集中量の変化による影

響が残ったものである.



¢)企集の立地選択行動モデル

企業の立地選択行動は,∵先に示した家計の居住地

選択行動と同様に定式化できる.ただし,家計のモ

デルでは効用水準を指標としていた部分を企業で

は利潤に置き換えて定式化する.なお,本研究では

商業系企業のみが立地変更を行うものとする.その

結果,その業務地選択確率は以下のように求められ

る.

exp esllf
(18)

ただし, P,S :ゾーンiの業務地選択確率, Ilf :蘇

業系企業の利潤, es :ロジットパラメータ.

(4)交通行動モデル

自由ト-9-ップ,業務トリップ,通勤トリップに関

する交通行動モデルの定式化を示す.前節にて求め

られた家計の自由トリップ消費(式(2)),企業の業務

トリップ消費(式(9b),式(14b))は,正確にはゾーンご

との発生トリップを表している.ここでは,それら

に対し,目的地選択および経路選択行動の定式化を

行う.まず,目的地選択については,以下のような

数理最適化間題により定式化を行う.

sD -腎[;PUD(-quK)一去;(pub lnPuD)] (19a,

S･t･∑puD - l　　　　(19b)

∫

ただし, PuD :ゾーンjの目的地選択確率･ qu

l-wtu] :ゾーンi-j間の自動車交通一般化価格,

tu :ゾーンLl-j間の自動車交通所要時間, CD :ロ

ジットパラメータ.

式(19)を解くと,目的地選択確率が以下のように

ロジットモデルにより求められる.

exp leD ･ (-quK)]

(20)

また,最大期待効用値は次のように求められ,こ

れは式(1)におけるゾーン平均交通一般化価格とみ

なすことができる.

q･-(SID-)か写evloD･(-qu)] (21,

式(21)の全微分形は以下のようになる.

dqL-;%dqu-wEpuDdtu　(22,

∫

次に,経路選択行動に対しては,利用者均衡原理

に基づき定式化を行った.それは,以下のような数
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理最適化間題により記述される.

tuK'-min ∑]:UXAEu70(S)ds　(23a)

〟

S･t･∑h,U -xu, A,U ≧o　　(23b)

r

ただし, a :リンクを表す添字, tuFo :リンクaの

所要時間, XUFD :リンクaの交通量, A,U :経路Yの

交通量.

式(23)にて求められる経路所要時間は任意のOD
ペアにおいて全て等しいはずであるから,この経路

所要時間がゾーン間所要時剛〝となる･

続いて,通勤トリップ分布の導出を示す.立地均

衡モデルにおける式(6)および式(18)より,ゾーンJ

の家計数N,およびゾーンjの企業の従業者数E.が

それぞれ以下のように求められる.

N, =月HNT

ただし, 〃r :総家計数(固定).

E, = E,F +PJFETS (24b)

(24a)

ただし, E,F :合成財企業のゾーンjの従業者数(固

定), ETS :商業系企業の総従業者数(固定).

通勤トリップは,家計数〃`を発生交通,従業者

数EJを集中交通と考えて,通常の分布交通量を求

める問題として扱うこととする.そこで,二重制約

型重力モデル5)を用いると以下のように通勤トリ

ップ分布nuが求められる･

nu - FLLN, ･ V,E,(qu)-P

l 1

〟J

∑yjE,･(qu)~P 'J ∑pJN,･(qu)-P
ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　J

ただし, ,7g :ゾーンL'に居住しゾーンjtこて就業す

る家計数, qu :ゾーン,j間の平均交通一般化価格,

p,,yj :調整パラメータ, p :パラメータ･

(5)建物開発者の行動モデル

建物開発者は,資材xKD,と不在地主から提供され

た土地亮を投入して,利潤最大化の下で建物を供

給しているとする.本モデルでは,建物を居住用と

業務用とに区別してモデル化しているが,ここでは

居住用建物の供給行動のみを示す.

qLDH -欝lppHLyPDF -(PLHLXLDLH ･pKXKDF)] (26a,

S･t･ ypDF-qDH(XLD,H)YL(xKDFrx　(26b)



ただし, y,DF :居住用建物床供給量, PLH. :住宅用

地代, pK :資材価格(固定), TIDH :効率パラメー

タ, yL,YK :比率パラメータ(yL+YK<1), 7T.DH :

建物開発者の居住用建物供給における利潤.

式(26)を解くことにより,土地投入量,資材投入

量が求められる.

方だ

XKDF

ypDF

qDH

ypDF

i戸

く

i

YLPK

yK PLHI

yK PLHi

YLPK

)千(27a,

)rL]m (2袖,

式(27)中の供給関数は以下の通りである.

C.PH

ただし,

C･DH - [封pLHL)YL (pK)Yk ]

闇

]読(28a'

l

YL+YK

___ヱL

YL +rK

I (E)
___上し_

r上+rg

式(27),(2S)を式(26)に代入することにより,利潤

関数が求められる.

nLDH - R,DH(PPH" pLHi)　(29)

式(29)に包路線の定理を適用すると,以下のよう

に利潤nf'Hの全微分形が導出される.

d2T,DH = ypDFdppHi - XLDJH dpLH,　　(30)

なお,建物開発者は業務用の建物も供給するが,

それは居住用のものと全く同様に式展開が可能で

あるためここでは省略する.ただし,業務用も含め

た最終的な建物開発者の総利潤畔の全微分形に

ついて,以下に示す.

drIF = d2T,DH + d2T,DP + d2T,DS　　　(3 I)

ただし, d2T,DF :合成財企業-の業務用建物供給に

よる利潤変化, d2T,DS :商業系企業-の業務用建物

供給による利潤変化.

なお,重ねて述べるがdhf'p, dhfsは,式(30)の

d2rLDHと全く同様の形で求められる.

(6)不在地主の行動モデル

不在地主は,家計,企業-土地を供給し,地代収

入による利潤を得る.その不在地主の土地供給関数

を以下のように定式化する.ただし,ここでも居住
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用についてのみ示す.

yLT -可一説　(32,

ただし, yLT :居住用土地供給可能面積, U,H :パ

ラメータ.

式(32)の()内は0-1までの値をとるものとす

る.式(32)では,不在地主が供給可能面積yLTのう

ち何割を市場に供給するのかが決定される.さらに

説明を加えると,式(32)において,地代が下落する

と()内の値がoに近づくため,土地供給量が減少

し,地代が上昇すれば()内の値は1に近づくため

土地供給量が増加する.一般に,土地の供給は増加

することはあっても減少することはないと考えら

れるが,ここでは住宅地だった場所が空き地や駐車

場のような遊休地になる場合を想定したものであ

る.また,後の土地利用規制策を考えた場合,式(32)

の形が有効になることも,このような定式化を行っ

た理由の一つである.

こうして不在地主は,式(32)にて求められる土地

を提供して,地代収入を得る.よって,不在地主の

利潤は以下のようになる.

2T.fH = PLHL ･yLT　　　　　(33)

式(33)の全微分形は以下のとおりである.

dn,LH - yLTdpLHi I PLH,d(yLT)　　　(34a)

-,LTdpLH, ･pLH,(.-ad(動窟GdpLHL (34b'

式(34)は,不在地主の利潤変化が,地代の変化(第
-項),土地利用規制策を想定した場合の供給可能

面積の減少による影響(第二項),地代変化に伴う土

地供給量変化(第三項)により表されることを示し

ている.

なお,不在地主についても建物開発者同様,企業
-の提供分についても考慮する必要がある.しかし,

その展開は家計のそれと同様であるためここでは

省略することとし,最終的な不在地主の総利潤rI,f

の全微分形についてのみ示す.

drTf = d2T,LH + d2T,LP + d7rLLS　　　(35)

ただし, dnfp :合成財企業-の業務用土地供給に

よる利潤変化, dnfB :商業系企業-の業務用土地

供給による利潤変化.

(7)均衡条件

a)立地均衡条件

家計の立地選択確率は式(6)にて表される.よっ

て,立地均衡条件は以下のようになる.



NT-∑N, (36)

ただし, N.=f;HNT.

また,商業系_企業の業務地選択確率は式(18)にて

表され,その立地均衡条件は以下のようになる.

ws -∑EJS

ノ

ただし, EJS=pJSETS･

合成財企業は立地を変更しないものとする.

(37)

b)市場均衡条件

本モデルで明示的に扱われる市場は建物市場と

土地市場である.これらは,それぞれ居住用と業務

用とを区別してモデル化を行っており,市場均衡条

件は以下のように表される.まず,建物市場につい

ては,居住用,業務用それぞれ以下のようになる.

ypD.H(PPT , PLH,) - N, xpq(ppq )　(38a)

ypD,"(PFT , PLT) - E,M･ XPT(p,i)  (38b)

ypD,S(pL PLSL) - ELS･ xSi(pi,)　(3Sc)

土地市場については,以下のとおりである.

yLT (pLHi ) - XLD.r (p芸, PLHL )　(39a)

yLT(PLT) - xLDi"(PPT ,PLT)　(39b)

yLT (PLSL) - XLDLS (pL PLSE )　(3 9C)

ただし, γ㌘ :合成財企業に対する業務用建物床供

給量, ypDIS :商業系企業に対する業務用建物床供給

量, yLT :合成財企業用業務土地供給量, xLDr :合

成財企業-の業務建物供給のための土地投入量,

yLT :商業系企業用業務土地供給量, XLD,S :商業系

企業-の業務用建物供給のための土地投入量.

式(38), (39)の()内は,それぞれの関数の価格

変数を表している.

4. 3土地利用規制策の影響と柵着構成表

ここでは,地球温暖化ガス排出抑制策として,土

地利用規制策を取り上げる.これは,家計あるいは

商業系企業の立地変更を規制することにより市街

地の拡大を抑制し,過度な交通利用を防いで温暖化

ガスの排出抑制を図るものである.改めて次章の事

例研究において説明するが,本研究では,平成27

年までに整備が計画されている道路ネットワーク

を対象として分析を行う.これらのネットワークが

整備された場合,郊外部において交通利便性が上昇
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することは容易に想像でき,郊外部-の住み替えも

進むため,ますます交通利用が増大すると考えられ

る.このような事態に対し,土地利用規制が温暖化

ガスの排出抑制という面でどれほどの効果がある

のかを求めようというものである.

ここで取り上げる土地利用規制策は, CUEモデ

ル内では式(32)の土地供給可能面積の値を換作す

ることにより表現する.この供給可能面積-の規制

を介して,不在地主による土地供給を抑制すること

ができる.その結果,規制対象ゾーンでは地代が上

昇することとなり,これに反応して,改めて主体は

立地変更するか否かを,式(6),(lS)の立地選択モデル

にて決定するわけである.よって,土地利用規制政

策が実施された場合,各経済主体は地代の上昇に直

面するか,立地の変更をあきらめるか,いずれにし

ても何らかの負担を強いられることになる.

本章では,そのような主体の負担を,交通社会資

本整備評価の際に用いられる便益定義の概念を適

用して定量的に求める.さらに,それをいくつかの

項目に分解することにより,その不便益が具体的に

は何によるものであるのかを明らかにする.ここで

は,既存の便益計測モデルにしたがって,等価的偏

差四V)の概念を適用して不便益の計測を行う.なお,

既存研究では,便益定義の際,ゾーンに依らず決定

される非限定EV(NCEV)とゾーンごとに決定され

るゾーン別EV(ZCEV)の二種類定義可能であると

されているが,本研究では,ゾーンごとでの政策に

よる主体の不便益が,何に帰着するのかを明らかに

することに焦点を絞り, ZCEVによる定義を用いて

分析を進める.よって,式(3)のゾーンごとに決定

される効用水準を用いると,規制に伴う家計の不便

益zcEVLは以下のように定義される.

vLH(r,A, qiA ,I,A ･ ZCEV) - lv,Hr

ただし,添字A,B :政策無,有を表す.

(40)

式(40)のZCEV.･は,支出関数を用いて書き換える

ことが可能である.

ZCEVL - LmTlH･B#dViH　　(4la,

- iA→B夢中PHidpFH･ - X,HJdq･F

IW粋U -W;Iud(幻] (4.b,

ただし, ♂ :支出関数.

式(41)の変形には,式(4)の効用関数の全微分形を



用いた.また,式(41b)に式(22)を代入して,

ZCEVJ - iA→B算ll- xpHLdppHJ - W∑J XTHLPuDdtu

IW;%dtu -W!,ud(幻] (42,

が得られる.

式(42)は家計一人あたりの不便益であり,ゾーン

全体で不便益を求めるためには,人口を乗じる必要

がある.しかし,乗じる人口が立地変更前の人口か

変更後の人口かという問題が出てくる.これについ

ては,筆者らの既存研究6)において立地変更を考慮

した便益評価についても検討を行っているが,ここ

では簡単化のため,立地変更後の人口を用いて分析

を進める.また,ゾーン全体での不便益については,

他の主体わそれも考慮する必要があり,ここでは企

莱,建物開発者および不在地主の利潤変化によって

考慮する.以上の結果,ゾーンiの総不便益は以下

のようになる.

ZNB, ≡ N, ･ZCEf; +REV, +SEV.･ +DEV, +LEVi (43)

ただし, ZNB, :ゾーン別総便益, FEFi :合成財企

業の利潤上昇分, SEV.･ :商業系企業の利潤上昇分,

DEV, :建物開発者の利潤上昇分, LEV, :不在地主

の利潤上昇分.

各企業の利潤変化分には, 2章にて導出した各利

潤関数の全微分形を用いると以下のようになる.

FEV, -iA→BlMLdpFT-X,Tdq,"] (44a)

sEV, - LBlpsL&LS IX言. dpl, -X,S, dq,S] (44b)

式(44)に式(22)の交通一般化価格の全微分形を代入

する.

FEVL-LBl-Xp"Ldpp1-W∑JX,TpuPdtu] (45a)

SEVL - !A→Blps4yLS IXiL dp言L - W∑,XTSLPuDdtu] (45b)

また,建物開発者の利潤変化分は,式(30)等により

DEV. - iA→B ldn,DH ･dn,D" ･dq.DS]　(46a)

=iA→BlypDFdp,H, -XLD,HdpLH,りpDrdpp", -XLD,"dpLT

･ypDfdpi, -XLD,S dpLSL] (46b)

となる.そして,不在地主の利潤変化も,式(34)等

を用いて以下のように求められる.

LEV.I - iAーBldhfn ･dn,LM ･dhfs]　(47a)

- iAJyLTdpLH, ･ PLH, (I - i)d万･iyTfdpLHi

･yLTdpLT ･可1 - 9d万場#dpLT

･yLTdpLSL I PLSL(I - i)dyTE ･藷yTEdpLSL]

(47b)

以上の結果を帰着構成表としてまとめたものが

秦-1である.なお,義-1の帰着構成表はゾーンL-に

着目したものである.義-1より,最終的なゾーンL'

における総不便益は, ①自由,業務および通勤トリ

ップにおける所要時間変化, ②家計がどのゾーン-

通勤しているかという通勤分布の変化, ③商業サー

ビス生産量の変化, ④供給可能面積の変化, ⑤地代

変化に伴う土地供給量変化,の以上五項目による影

響からなることがわかる.

4. 4岐阜都市圏での土地利用規制策評価

前章までで示したCUEモデルおよび土地利用規

制策による社会経済-の影響分析を踏まえ,実際に

岐阜都市圏を対象として土地利用規制策の影響を

計量的に評価する.

実際に, CUEモデルを用いて政策評価を行うた

めには,各関数のパラメータを決める必要がある.

ここでは, 1991年時点を基準年として収集したデ

ータセットを作成し,交通行動モデルおよび立地選

択モデルは最尤推定法により,また効用関数,生産

関数はキャリブレーション手法を適用してパラメ
ータ推定を行った.推定されたパラメータに基づく

現況再現性について,紙面の都合上家計居住人口お

よび商業系企業の従業人口の再現性を,それぞれ図

-2, 3に示す.この結果を見ると,特に家計の再現

性が低い.これは,本モデルでは,立地選択の要因

が,自動車交通に関わる利便性のみに依存する構造

となっているためと考えられ,今後,公共交通の利

便性や下水道等の生活社会資本整備レベル指標等

の導入により,再現性を高めていく必要がある.
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夜間人口推定積果(平成3年) 
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固-2　家計居住人l)の現況再現性

図1　岐阜魯市圏と土地利用規制対象エリア
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第3次産業従業人口推定轄果 
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国-3　商業系企業従業人口の現況再現性

圃T5　土地利用規制策による家計敦の変化



＼

続いて,ここで想定したシミュレーション分析の

概要を示す.ここでは,評価対象年を平成27年と

した.ただし,この平成27年とは,現計画におい

て平成27年に完了するとされている道路整備がな

された状態を想定するという意味である.

そこで,平成27年時点で計画されている道路整

備事業について有無比較分析を行った後,それらの

道路整備によって特に発生交通量が増加した地域

に対する土地利用規制策の影響分析を行った.図4

に,対象とした岐阜都市圏とともに,平成27年時

点で整備が計画されているものを含めた道路ネッ

トワークと本シミュレーションで想定した土地利

用規制策の対象エリアを示した.具体的な規制対象

エリアは,岐阜市西部,北部および郊外西部地域で

あり,それらの地域における土地供給可能面積を,

居住用,業務用ともに5%削減するという一律の条

件の下で計算を行った.

cuEモデル適用の結果を図-5から8に示す.莱

際の数値計算では,岐阜都市圏を47ゾーンに分割

して計算したが,結果についてはそれらを11の地

域に集計化したものによって示す.

図-5には,平成27年時点の道路整備の有無によ

る家計数の変化が,土地利用規制策の有無によって

どう変わったのかを示した.まず,図中の規制なし

とは,道路整備がなされ土地利用規制がかけられな

かった場合を意味しており,純粋な道路整備による

効果ということになる.これによれば,平成27年

時点での道路整備により,岐阜市西部,北部,北西

部および郊外西部にて家計数の増加が認められ,家

計にとってはこれらの地域で大きな効果を受けて

いることがわかる.この結果より,図4に示したよ

うなエリアに対し土地利用規制をかけることとし

たわけであるが,図-5の結果を見ると,道路整備に

よる家計数の増加量が,土地利用規制をかけた地域

でのみ減少していることがわかる.それより,家計

に対する土地利用規制策は極めて有効に作用して

いることがわかる.

続いて,商業系企業-の影響としてその従業者数

の変化を図■に示した.図の見方は図-5の家計の

ものと同様である.この結果では,土地利用規制を

かけたエリア以外にも従業者数の増加が抑制され

る地域が認められ,家計の場合と異なる結果となっ

ている.これは, CUEモデルにて行った商業系企

業行動のモデル化に起因している.すなわち,本モ

デルでは商業系企業は家計の自由トリップの集中

交通量に応じて生産を決定するものとした.図-5

の結果を見ると,土地利用規制策の実施により,家

計が大幅にその立地を変更させている.これより岐

阜都市圏全体の交通分布が変わり自由トリップの

集中交通量も変化すると考えられる.商業系企業は,

このような家計の交通行動変化による影響を被り,

土地利用規制が自らの立地選択に及ぼす影響より

その影響が強く作用してしまったものと考えられ

る.

図-7には,土地利用規制策実施に伴う不便益の計

測結果を示した.これを見ると,商業系企業が被る

不便益額が,他の主体のものと比較するとかなり大

きいことがわかる.しかし,それらを岐阜都市圏全

体で合計するとはどんどゼロとなってしまい,結局

土地利用規制に伴う影響は,都市圏全体では,ほぼ

家計のみに帰着することとなる.その不便益は,

8.2(億円/午)となっている.

一方,本研究で想定した土地利用規制策が,地球温

暖化ガスの排出抑制にどれほど貢献するのかにつ

いては,規制対象エリアにおいて1%強の発生交通

トリップの抑制効果が認められた(図-8).なお,こ

れら郊外地域での発生トリップ抑制は,トリップ長

の比較的長い交通を抑制するものと考えられる.そ

こで,まず数値計算の結果から得られる総走行時間

より都市圏全体での自動車交通の総走行距離を推

計した.そして, OECDより報告されている7)地球

温暖化ガス排出に伴う自動車交通の走行距離あた

り環境被害原単位【0.52円叫を用いて,規制策の

有無に対し被害額を算出し,その差額をもって規制

による温暖化ガス排出抑制効果とした.それより,

5.2(億円/午)の便益が発生する結果となった.

以上の結果では,土地利用規制から被る不便益

の方が大きい結果となる.しかし当然ながらこれに

より,直ちに土地利用規制策の有効性が否定される

わけではなく,あくまで本数催計算は本研究で一貫

して分析を進めてきた土地利用規制策の経済的な

影響が,数値上どの程度になるのかを示そうとした

ものである.よって,温暖化ガス排出抑制のための,

より効果的な土地利用規制策の実施方法について

は,設定条件を変えることによりさらに分析を行う

必要がある.この点は,今後の課題としたい.

45



図16　土地利用頼朝兼による従業者数の変化

図-8　土地利用規制策による稔トリップ発生量の変化

0　　5　　lU　　5

図-7　土地利用規制策による不便益計測結果

4.5結論

本研究では,地球温暖化ガス排出抑制策を実施す

る上で,政策の実施に伴う社会経済-の影響も考慮

した総合的な観点から政策評価を行うことを目的

に,応用都市経済モデルを用いた分析を行った.こ
iB　こでは土地利用規制策に着目し,その有効性ととも

に,各経済主体の活動に与える影響について,立地

選択行動および交通行動に及ぼす影響を中心に分

析を行った.

その成果の一つは,義-1(pp.48)にまとめた帰着構

成表の作成である.そこでは,このような分析にお

いて従来から指摘されている交通所要時間変化に

よる影響に加え,商業系企業が提供する商業サービ

ス生産と不在地主の土地供給量の変化という供給

側に起因する負担が,土地利用規制策の実施に伴い

生じること明らかとなった.なお,これらの影響は

実際の政策を考えた場合,各主体の立地均衡や市場

均衡条件を介して決定されるものである.そこで,

岐阜都市圏を対象に数値計算を行い,土地利用規制

策が数値的にどの程度の影響すなわち不便益もた

らすのかを明らかとした.

その結果,本計算で想定した土地利用規制策の下で

は,温暖化ガスの抑制に伴い5.2 (億円/午)の便益が

計上されるものの,市場経済に対しては8.2 (億円/
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午)の不便益が生じることが示された.ただし,こ

こでは-パターンの土塊利用規制策について数値

計算を行ったに留まっている.今後は,さらにパタ
ーンを増やして分析を行うことで,より効果的な土

地利用規制の実施方法について分析を行うことが

必要といえる.

また,本分析は基本的に静学分析の枠組みである.

数値計算において,平成27年時点を想定している

が,これは道路ネットワークが変化しただけで,他

の条件は変化しておらず,なおかつ土地利用規制策

の有無比較分析においては,道路ネットワークも変

化しないという条件下で計算を行っている.しかし,

このような枠組みの下でも,政策が市場経済に及ぼ

す影響について,どのような項目から成るのか,さ

らにそれ~らが数値的にはどの程度のものであるの

かを明らかにできた点で意義があったと考えてい

る.ただし,今後他の外的要因等によりダイナミッ

クに変化していく都市構造を考えると,動学分析-

の拡張が重要な課題となる.

また,ここでは,土地利用規制のみに焦点を絞っ

て分析を進めたが,冒頭でも触れた炭素税等の税制

策,あるいは公共交通整備によるモーダルシフト,

低公害車の普及など.現在,環境対策において検討

されている政策は多岐にわたっている.よって,そ

れらの政策の効果･影響あるいはそれらの政策と土

地利用規制策とを組み合わせた場合の効果･影響に

ついても検討していくことも同様に必要である.
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義一1ゾーンt'における帰着構成表

家計 俘y�ﾈﾞ�ｮ仂b�商業系企業 佶ｩZ愛ｩJﾘ�"�不在地主 俘xﾇb�

t'-j間所要時 辻ﾔ萃��-W 鍔r� ��A 

間変化(自由. 業務川ツ7-) 富yEづw�TFGGR�6ﾒ�∑xTTpuDdtu ∫ 們ｧ�4ﾅ�fGGR� 

通勤時間変化 綴菠�rVFﾇR� �� ��β 

通勤分布変化 坪-2輹7FvB稲��� �� ��C 

商業系企業 生産量変化 ��psLb,,S �� ��ps4,.5 

建物地代変イt: 鍔���G����-X,託dppT 潰��4ﾆG�ﾋ謦�y,DFdppHL+ ypDrdp,荒+ y,Tdp言, ��0 

地代変化 ��ﾂ� ��-xLLllHdpLHL -xLDLMdpLT -xLDISdpLSl 濫ﾅFG�ﾄやｲ�版FG�ﾅBｲ�版FG�ﾅ4ﾂ�0 

土地利用規制 による利用可 能面積変化 �� �� �8��刀 

地代変化によ る土地供給量 変化 �� �� 燃�E 

合計 披粢､4Ubﾂ�FEV, �4Ubﾂ�DEVL 汎Udﾂ�ZNBL 

A - -N, ･W;xTHLPMru -W写xTTpuDdtu -W写xTSLPuDdtg , B - -N,描dru ･ C- -NLW;tod(幻

D - PLH.(トi)dy7F ･pLT(1 -盟dyTF I pLS･. (トi)dy7f ,堵y7FdpLHL ･算y7fdpLT ･iy7fdpLSi
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5.大規模船社の運賃決定行動を考慮した空間一般均衡モデル

5.1はじめに

従来の国際コンテナ貨物需要予測の基礎となる

各国間貿易量の予測は,マクロ要因を変数とした計

量経済モデルを基本としているため,港湾整備によ

る輸送条件の改善等の政策評価ができない.最近は

特に高度な港湾施設整備が一部で進められ,またそ

れらを利用する海運業界も再編が進んでいる.これ

らの状況を踏まえた予測モデルが必要とされてい

る.

地域間(貿易)物流予測の研究は長い歴史を持ち,

その手法は,古典的な重力モデル･エントロピーモ

デルから,地域間産業連関モデル,空間価格均衡モ

デル,空間応用一般均衡モデル等,様々な研究蓄積

がある.特に,空間応用一般均衡モデルは,数多く

の適用例があり,多地域間の物流量予測も行われて

いる.しかしながら,国際貿易に関するそれら適用

例は,主に関税政策や産業構造変化の影響分析を目

的としているため,運輸業者の行動は非常に簡略化

されている.運輸関係の政策あるいは変化を分析す

るためには改良が必要である.

そこで本稿では船社の費用構造と運賃決定要因

を明確にした上で,それらを明示的に取り込んだ空

間一般均衡モデルを開発することを目的とする. 2

章では従来の多地域間貿易モデルと,その中心を成

す空間一般均衡モデルの最近の動向を考察する. 3

章では船社の行動を考慮した空間一般均衡モデル

の定式化を行う. 4章ではモデルを日米EUアジア

の4地域に適用し,船社間の競争状態や各種費用の

変化の影響を考察する.

5. 2従来の地域間物流モデル

(1)重力モデル

地域間流動量を地域のポテンシャルと地域間の

輸送抵抗で表現する重力モデルの歴史は古く,

Chrey(1877)に端を発する.その後, Zipl(1949), Isard

皿d B血11(1960)らによって改良され, Wilson

(1970)によってエントロピーモデルが定式化され

るに至る.重力モデルは数少ないデータで流動量を

予測することができることが利点だが,高い予測精

度は期待できない.
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(2)地域間産業連関モデル

地域間産業連関分析は,数地域の産業連関表から

地域間産業連関表を作成する目的で, Is∬d(1951)に

より始められた.その後, Isard aAdBramidl (1960),

Leontiefand Strout(1963)が重力モデルを統合させる

形で発展させた.その後もPolenske(1970), Batten

(19$3)らにより改良が進められた.また,産業連関

分析の弱点の一つである,プロダクトミックスの問

題を解決するため. Oosterhaven (1984)はSNA型地

域間産業連関表を導入した.しかし,それらも含め,

地域間産業連関モデルは,投入係数や交易係数が固

定であること,価格が固定であることが仮定される

ため,非常に短期の分析にしか適さない.また,所

得(収入)と消費の間の相互依存関係を十分に考慮

できないという問題も抱えている.

(3)空間価格均衡モデル

需要関数と供給関数から価格が決定されるミク
ロ経済理論に空間概念を導入した空間価格均衡モ

デル･は, Samuelson(1952) ,地yama　and

Judge(1964,1971)によって展開された.その後,数々

の適用例が報告されている.それらはいずれも,需

要･供給量,価格の予測については比較的良好だが,

地域間交易量の予測精度は低い.これは価格に関し

て決定論的に需給が決定されるため,同一品目の双

方向流動を表現できないことによる.

こうした問題点を解決し,予測精度を高めるため,

Batten and Johansson(1985), Br6cker(1988), Harker

(1988)は分散型価格均衡モデルを構築した.これら

は,重力モデルやエントロピーモデルを援用するも

のであり,行動理論との関係が唆味である点が問題

である.これに対し宮城(1990)はランダム効用理論

を援用することにより行動理論との整合性を持つ

モデルを提案している.

(4)空間一般均衡モデル

空間一般均衡(SCGE)モデルは,生産要素や生産

された財の市場における需給均衡点を求めること

により,多地域の各地域における生産,消費,政府

行動等を推定するものである.一般均衡モデルが計

算可能となったのは, Scarf (1967,1973)の功盾によ

るが, SCGEモデルは多地域の様々なデータが必要

であり,実際に適用され始めたのは最近のことであ



る･先駆者であるLiew and Liew (1984)は地域間産

業連関表を利用したSCGEモデルを作成し,河川斐

備による水運コスト削減の影響分析を行った.しか

し運輸業の活動と輸送コストとの関係において矛

盾が生じているとの指摘がある.

SCGEモデルはある外的変化の影響を,企業,家

計,その他諸々の主体の行動変化を通した地域的波

及を考秦することができる.その他のモデルと異な

り,影響が及ぶであろう範囲を全地域の全主体に拡

大され,より理論的に整合性の高いモデルとなって

おり,地域間産業連関モデルが抱える諸問題も解決

される.従って,長距離基幹航路における国際海上

コ上コンテナ貨物需要予測には, SCGEを基本とし

たモデルが最も適していると思われる.

5. 3多地域一般均衡モデルの定式化

(1)モデルの仮定

ここではWhall町(1985)を参考に,船社の行動を

組み込んだモデルの定式化を行う.定式化に当たり,

以下のような仮定を置く.

国際運賃･保険を船社の収入とする.

船社の投入構造を示す項目は国際産業連

関表に含まれていない.そこで,船社の投入構

造を示す項目は輸出の項目に含まれていると

仮定し,船社の生産額の合計を輸出の各地域各

産業-の投入割合と同じ割合で振り分けて,輸

出の項目から分離させて船社の投入構造を表

すことにする.

各地域は港湾を一つだけ持つ.各地域間に

おいては,港湾を通して相互に財取引が行われ

る.

･　生産要素は労働と資本を考える.生産要素

の地域外-の移動はない.労働は産業間を自由

に移動できるが,資本は産業間の移動はできな

い.

経済主体としては企業,家計,政府が各地

域に存在し,国際輸送を一手に担う船社を1社

考える.船社に対する需要は派生需要のみから

なる.政府は法人税,所得税を徴収し,それを

原資として政府支出を行う.

同一財であっても生産地が異なれば別の

財と見なす. (A血on仮定)

各地域間の輸送費は需要に応じた競争状

態を考慮した運賃算定式によって与えられる.
･　自地域内での輸送費は,船社の利潤がoと

なるように調整され決定される.

最終需要項目としては家計消費支出,政府

支出,固定資本形成,在庫純増を考える.

船社とRO.W.の生産の変化は産業間の投

入比率を固定して,投入構造を示す船社の項目

と輸出の項目-振り分けられる.

間接税,在庫純増,統計誤差は額を固定す

る.

R.0.Wの価格は1に固定する.

(2)企業行動

S地域の産#jの生産関数は,資本投入K8,,労働投

入Llを生産要素とするCES型関数として(1)式のよ

うに与えられるものとする.中間投入に関しては,

r地域産のi財の投入量〆iSj,その投入係数ari83を用い

て(2)式のように与えられるものとすると,各パラ

メータや価格が求まる.ここで,国内財と輸入財に

関しては, CES型関数により不完全代替性を考慮し

ている. ¢)式は各産業の費用最小化問題の一階条

件から導かれる.基準均衡状態においてすべての財

と生産要素の価格を1と仮定すると, (7)式が得ら

れる.

vjS - V,Slp,W,'qJ'-I,/qJ'･ (I - V,,,(Ls,,(州]q,'/'q･Ll'

(1)

X; =min

(;

V,5 X;j x芸

a芸' 'asNi慧〕 (2,
S

vAi 'a言j

X; =Ea;X;+y;
I

X.i = a昌X;

as - [!桝,(C,",/0,10,'/'C,'-1'

(5)

(6)

l′; =

K; +Lsi

胚; )'qJLl'/qJ'. (1 - g言)Bsj )'q,LID/i

(7)

p;-去(手写q掛珊･asLsj, (8,
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輔=a冒X3 (9)

X冒: S地域j産業におけるr地域産i財の投入量

a冒:投入係数

K;, Lsi : S地域j産業における資本投入量･-労働

投入量

p…, q;S ‥生産者価軌消費者価格

α, ♂ :代替弾力性パラメータ

p;I i :資本レント,労働賃金率

(3)家計行動

S地域に居住する家計は財の消費に依存する効用を

最大にするように行動する.したがって,家計行動

モデルは所得制約の下での効用最大化行動として

定式化できる.

max Us =Il(Ilb芸)慮)
l ∫

(10)

s.t･　∑∑q芸y這≦WkS
I   r

∑∑∑魔-1
k  l  r

yrlSk : r地域産i財のS地域最終需要項目kの消費量

W㌔ : S地域最終需要項目kの消費支出

(k- 1:家計消費支出, 2:政府消費支出, 3:固定

資本形成, 4:在庫純増)

β :購入比率を表す分配パラメータ

家計に関して上記の効用最大化問題を解くと以下

のようになる.

y: -%　　　(ll,

S地域が他地域から受け取る移転所得をTRBとすれ

ば,地域内で最終需要として支出できる金額の総和

は間接税をrrjとして以下のように表せる･

Gs -≡ p;K巨d∑Lsj ･∑IT,S.TRs

J i ∫

(12)

資本は企業によって保有される場合もあるが,すべ

ての企業家計によって保有されていると考えるな

らば, GBから間接税をひいた残りがS地域に居住す

る家計の所得となり,これからさらに資本所得(営

業余剰)と貸金に対する税を引いた残りが可処分所

得となる.そこで税率に関して以下の仮定を設ける.

仮定)　資本所得(営業余剰)と賃金に対する税率

はS地域においてそれぞれで8K (法人税). TSL (所

得税)である.また,移転所得は課税対象から除外

される.

したがって, S地域の家計の可処分所得は次のよう

に書ける.

ws -(1-でSK)∑p;K;･(1- Ti)ws∑Ls,･TRs(

J ∫

13)

また, S地域の貯蓄率をqBとし,仮定より在庫純増

が固定値であることを考慮すると,その家計消費支

出額は次のように書ける.

叩=(トop)WS一明叩　　　(14)

W4 : S地域の在庫純増

γ Bl : S地域の家計消費支出に対する在庫純増の分配

パラメータ

(4)政府行動

本モデルの政府の役割は,法人税,所得税,間接税

を徴収し,政府支出を行うことである. S地域にお

ける徴税額をW92とするとW2は次のように書ける.

W2B - Ti∑ p:K巨でSLa,8∑Lsj ･∑ITj9 - vS2W4S(I

.j I J

5)

γ 82 : S地域の政府支出に対する在庫純増の分配パラ

メータ

(5)貯蓄と投資

投資の源泉は貯蓄である.企業における内部留保は

ないと仮定しているので, S地域の貯蓄額はSS=o
BWである.これが,今期の投資に回ることになる

が,ここでは貯蓄のなされた地域に再投資されると

考えるので,今期のS地域における固定資本形成

W3との間にはW3=S8の関係が成り立つ.よって

以下の式が成り立つ.

W,8 = ♂W8 - γ;W.S　　　　(16)

γ83 : S地域の固定資本形成に対する在庫純増の分

配パラメータ

政府支出や固定資本形成も家計消費支出の場合と

同様に産地別財別需要量yi8kに関して以下の関係

を得る.

rS

yi2　=
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(6)船社行動･輪出

cri81をi財1単位をr地域からS地域j産業-運ぶた

めの輸送費,criJkをi財1単位をr地域からS地域最

終需要k-運ぶための輸送費であるとすれば,船社

に対するS地域の需要は以下の式の左辺で表される.

j i s i r

(18)

T1-1は船社のr地域i産業-の投入額を表しており,

仮定より基準時と変化後の船社の生産額の変化分

は投入額に反映され,以下の式が成り立つ.

T"r =Pl -N｡)a; +T.; (19)

TILT :変化後の船社のr地域i産業-の投入

㌔; :基準時の船社のr地域i産業-の投入

Nl :変化後の船社の全産出額

N｡ :基準時の船社の全産出額

a; :分配パラメータ

輸出も船社と同様に,仮定より　RO.W.の基準時と

変化後の生産額の変化分が輸出の投入額に反映さ

れ,以下の式が成り立つ.

El,r ≡(Ml -M｡)i:+E｡iT (20)

EIJ :変化後のr地域i産業の輸出量

E｡; :基準時のr地域i産業の輸出量

Ml :変化後のRO.W.の全産出量

M｡ :基準時のRO.W.の全産出量

弓:分配パラメータ
運賃は以下の式によって決定される.

crs -TanHrs-42=(瑠+yrsik) (r≠S)

i j

(21)

cry =

ド-∑ 2:crs)

r <#)

21堵･y琵) I Ts(=)∫
r

(22)

TarlUzs :コスト構造を考慮して与えた地域rs間の基

準運賃

ド-∑ Ears)
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アジア

4図-1基準運賃と港,1整備後の運賃

5.4データセットとキャリブレーション

前章で定式化したモデルを,日米EUアジアの4地

域間に適用する.基準均衡データとしては1990年日

米EUアジア国際産業連関表を使用し,船社部門を地

域の範噂外として増補する.その際,国際輸送を行

う船社は大規模な船社のみであり,また,世界的に

大規模な船社の生産構造は同一であると考え,邦船

3社(NYK, MO, KL)の財務諸表から得られる付加価値

率の平均値等を利用した.

5.5適用例

(1)日本の中枢港湾整備

大水深バースが国内中枢港に建設され,更に港湾

関連料金が値下げされることを想定する.具体的に

は日本の大水深バースを利用する場合の輸送費が,

全体として1TEU当たり‡200低下すると仮定する.

基準運賃と整備後の運賃を図1のように与えた.

1990年日米EUアジア国際産業連関表から求め

たパラメータを表1 -表3に示す.生産技術を表す

分配パラメータは掲載を省略したが,産業連関表に

おける技術係数そのものである.所得税率と法人税

率は現状のそれらの比率が維持されるものとして

計算した.交通企業分配パラメータ,輸出分配パラ

メータ,在庫純増分配パラメータは,単なる比例配

分とした場合の値である.

前節で与えた想定による供給者価格変化,賃金変

化,レント変化,流動量変化をそれぞれ表4-表7

に示す.供給者価格及び貸金は日本のみが上昇し,

他の3地域は低下している.レントは日本, EUで

は全体的に上昇し,アメリカでは一次産業だけが上

昇している.流動量変化率は価格変化を考慮して,

港湾整備前の価格で評価した実質量で計算してい

る.三次産業の財･サービスの国際間流動は物的流



動を伴わないと考え,ここでは除外している.アジ

ア-の投入及びRO.W.からの投入以外は増加して

おり,全体的に貿易が活発となっていることが確認

できる.特に10%程度運賃が低下した日本アメリカ

聞及び日本EU間では1%程度貿易量が増加すると

いう結果となっている.

■義一1貯蓄率.所得税辛,法人税率推計結果　-

qs 髭2�TS 

日本 ���338.��0.0310 ����C���

アメリカ ����S#b�0.1100 ����#S2�

EU ���#3���0.1468 蔦���Cc��

アジア ���3C3B�0.0071 �����s��

●義一2価格,交通企業,輸出パラメータ推計結果

7183 兎F��Eri 

日本 �ｨ鵁蝌ｼb�0.2251 ������"�0.0002 

二次産業 ����ャR�0.06 ����b�

三次産業 ���#"�0.0361 ����3c��

アメリカ �ｨ鵁蝌ｼb�0.2098 ������"�0_0102 

二次産業 ����sCb�0.1602 ����c�"�

三次産兼 ���(�ｳ#��0.1085 �����コ�

EU �ｨ鵁蝌ｼb�0.2111 ������"�0.0112 

二次産業 ����sc"�0.357 ���3Ss��

三次産業 ���##途�0.117 �����r�

アジア �ｨ鵁蝌ｼb�0_25 �����3��0.0038 

二次産業 ����3��0.0913 ������2�

三次産兼 ���#3���0.0358 ����3S��

■義一3在庫純増パラメータ推計結果

ysk 

日本 冕�H��N�因��0.5834 

政府消費支出 ������r�

固定資本形成 ��ﾃ3#C��

アメリカ 冕�H��N�因��0.6689 

政府消費支出 ����ツ��

固定資本形成 ����CC2�

EU 冕�H��N�因��0.5917 

政府消費支出 ����田r�

固定資本形成 ���#��b�

アジア 冕�H��N�因��0.5702 

政府消費支出 �����モ�

固定資本形成 ���3#���
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■義一4貯蓄率,所得税辛,法人税率推計結果

変化率(%) 

日本 �ｨ鵁蝌ｼb�0.0855 

二次産業 ����S3��

三次産業 ����ャb�

アメリカ �ｨ鵁蝌ｼb�-0.0003 

二次産業 蔦���##r�

三次産業 蔦���##��

EU �ｨ鵁蝌ｼb�_0.0001 

二次産業 蔦�����"�

三次産業 蔦����s��

アジア �ｨ鵁蝌ｼb�-0.1015 

二次産業 蔦�������

三次産業. 蔦�����R�

■表-5　貸金変化率

変化率(%) 

日本 ����#���

アメリカ 蔦���#���

EU 蔦�������

アジア 蔦���#ビ�



(2)運賃競争激化

今後,大規模船社間の運賃競争が激化した場合の

世界貿易に対する影響を考える.長距離基幹航路の

需要の増大に伴って運賃が減少する状況を想定す

る. (17)式中の¢を0から徐々に増加させ,変化を

考察する.
一例として日本から米国-の輸出額の変化を示

したものが図2である.他の地域間においてもおお

よそ同様の傾向を示した.

輸出産業にとっては,需要が増大すると輸送費が

低下していくという,規模の経済が働いており,こ

の一般均衡体系は解の唯一性を満たしていないが,

パラメータを徐々に変化させても安定した挙動を

示している.地域間流動量は地域内流動量と比較し

て非常に少ないため,地域間流動に規模の経済を働

かせても全体に対する影響は小さいものだと考え

られる.

5.6おわりに

本稿ではSCGEモデルを中心に地域間物流予測

に適用可能なモデルを概観した.また国際海上コン

テナ貨物需要予測モデルの開発のために改良すべ

き点を検討した.今後は現在計画されている港湾整

備の評価は勿論のこと,為替や貿易条件の変化の影

響を分析することも可能なscGEモデルを開発す

る予定である.

参考文献
1)Liew, CI K aJ)d C･ JI Liew= Measuringthe developmed impact

ofA proposed廿弧甲Ortadon system, Regiond Science aJld UrbaJI

Economics 14, pp. 175･98, 1984.

2) Buckley, P･ H.: A transportdon-oriented intqre由ond

computahle g¢nml equilibritm model of the United Stdes. The

Amds ofRe由ond Science 26, pp.33118, 1992.

3) HaJTigan, F･, iLnd P･ G. McCh･esor: Neochssical zLnd Keynesian

perspectives oJl die regional na打OeCOnOmy: A comp血ble

gm飢l equilibrium approach. Joumd of Re由Ond Science 29,

pp･555173, 1989.

4) H朋Tig弧, A, P. 0. McOregor, J. K Swdes, and N.

Doumushkn: Imperfect compedtion in re由ona‖abotw markets:

A computd)le gencml equilibrium amlysis, Enviroznent弧d

Pl血g A 24, pp.1463-81, 1992.

5) HaJTrgaJI F P･ G. McGregor, aLnd J. K. Swdes: The system-wide

inpact on the recip血I re由on of a re由oml Idol subsidy.

Oxford Economic Pq)eps 48, pp. 105-33, 1996.

6) Ho血皿, S., S. RobiASOn, ZLnd S. SubrammiiLn: ne role of

54

●表-6　レント変化率

変化率(%) 

日本 �ｨ鵁蝌ｼb�0.1153 

二次産業 �����S2�

三次産業 ������r�

アメリカ �ｨ鵁蝌ｼb�0.0415 

二次産業 蔦�����R�

三次産業 蔦�����"�

EU �ｨ鵁蝌ｼb�0.0600 

二次産業 ����3#��

三次産業 ��������

アジア �ｨ鵁蝌ｼb�-0.1114 

二次産業 蔦����Sr�

三次産業′ 宝�����r�

●義一7流動量変化率　　　　　　　　　　　　(%)

日本 綿4�8�8ｨ4･ｲ�EU 

日本 ����C���0.9250 ��繝����

アメリカ ��縱#���0.0030 ��������

EU 白���#��0.0090 ��������

アジア ���#����0.0700 �����#��

ROW ��������-0.1800 蔦���涛��

日本 ��4�8�8ｨ4ｦﾂ�EU 

日本 ����#���0.7617 ��纉��R�

アメリカ ���3��"�0.0038 ��������

EU ��緜��"�0.0183 �����3��

アジア ���#�3B�0.1166 �����3b�

ROW �����S"�-0.0313 蔦����釘�

日本からアメリカへの輸出額(10億ドル)
96

95

94.41

94

93

92

-15　　　-10　　　-5　　　　0　　　　5　　　10

≠

●図-2　運賃競争激化による日本から

米国への輸出額変化

defense cuts inthe Califomia recession: Computihle genml

cquilibritlm models and intqstate factor mobilky. Joumalof

Re由onaI Science 36, pp.571195, 1996.

7)粒mbell, L. J., and G. W. HaJTison.: General equ山brium

adysis of re由ond Ascd incidence. h Applied genml



cquilibrium analysis, eds. H. Scarf and J. Shoven. New Yo血:

Cambridge Univ耶ity Press, 1984.

8) McGregor, P･ G･, JI K Swdes, aJld Y. P. Yin: A long-rutl

inlerpretation of re由onal input-ovtptJt amlysis. Joumd of

Re由onal Science 36, pp.479-500, 1996.

9) Norrie K H aJld M B Percy: Freight rate reform aJld regional

burden: A general equilibrium細AIysis of Wcstem BeighI rate

proposals･ CaAadiaJl joumal of Economics 16, pp.325149, 1983.

10) waters, E., D･ W･ Hollazld, zLnd B. A Webq: Econopdc impacts

ofa propcdy tax limitdion: A compubble general equilibdum

analysis ofOregon's McasuTe 5･ land Economics 73, pp･72189,

1997.

ll) west,　G･　R:　Comparison of hput-output,

inputl0utPut+econom血c and computable general equilibrium

impact models atthe regiOml level. Economic Systems Research

7, pp.209-27, 1995.

12) seven, J･ B･ aJld I. Whlley: Applying General Equilibrium, A

訳:応用一般均衡分析,東洋経済新報社, 1993.

13)宮城俊彦,本部賢一:応用一般均衡分析を基掛こした地域

間交易モデルに関する研究,土木学会論文集, No.530/

Ⅳ-30, pp31-40, 1996.

14) co叫K, and M. Schrodcr: Choosing environmcntd policy

instrumcnts using gen-1 equilibrium models･ Joum且l of Policy

Modeling 15, pp.521143, 1993.

15) Hertel, T･ W･: Partid vs. general equilibrium analysis and choice

of血nCLionalforn: Implications for policy modeling･ Joumd of

Policy Modelhg 7, pp.281･303, 1985.

16) Hcztel, T･ W･, aLnd T D Moult: the pricing ofnabral resources

h a re由onal economy ljnd Economics 61, pp.229143, 1985.

17) Li, I, adld A･ Rose.: Global warming poucy md the

Pcnnsylvania economy: A comptJtable gcnml equilibrium

analysis･ Economic Systems ReseaDCh 7, pp. i 5 1-71, 1995.

18) Jones, R･,弧d J. Whlley: A C血an regional general

equilibrium model zLnd some appl血Iions. Journal of Urban

EcoAOmics 25, pp.36S404, 19i9.

19) Jones, R･, aJId JI Whalley: Re由onalbahnce sheets of gains and

losses舟om national policies･ Regional Science and Udlan

Economics 20, pp.42 1･35, 1990.

20) Koh, Y･ K.. D. F. Sdhreiner, imd H. Shin: Comparisons of

re由onaJ血ed price and gen酌I equilibrium models. Re由onaI

Science Pqspedives 23, pp.33-80, 1993.

21)Liew, LI H.: ■'Tops･down'- vcTSuS -rhottoms-up.. approaches to

regioml modeling･ Joumal of Policy Modeung 6, pp･351-67,

1984.

22) p血dge, M･ D. iLnd D. S. Ricknan: Re由oml conv血ble

gen肌I equilibrium modeling: A survey and criticalapprai姐1,

Ⅰ血crnadonal R喝ionalSci仇Ce Review 2 1 ･3, pp.205-48, 1998

23) MoTgan. W.. J. Mdli, and D. RickmaJl: Tax叩Orting, regional

economic gro叫弧d welfare. Jotml of Urban Economics 39,

pp.131-59, 1996,

24)安藤朝夫:価格差を考慮した他地域計量モデルによる交通

基盤整備プロジェクト評価システムの開発,文部省科学研

究費補助金研究成果報告書, 1996.

25)家田仁,柴崎隆一,内藤智耕,三島大輔:アジア周コンテ

ナ流動モデルの構築とその配分坂祝に応じた特性分析,土

木計画学研究･論文集, No.15, pp.46914iO, 1997.

26)奥田隆明:確率論に基づく多地域一般均衡モデル,地域学

研究, 24-1, pp.117-131, 1994.

27)沸上孝志:産業間の連関性と空間的な価格均衡を考慮した

物資流動モデル構築の試み,土木学会論文集, No.494/

55

Ⅳ-24, pp･53■1, 1994.

28)宮城俊彦:分散型空間価格均衡モデル,地域学研究, 20-I,

pp.215･233, 1990.

29) Miy噛, T.= Resent developments in MultiregiOnal general

equilibrium modelling: Economic-trzLnSPOrtalion ideraction

models,地域学研究, 27-1, pp.2131227.



56



6･人口内生化モデルによる地球温暖化の経済的影響分析

6.1はじめに

今日,地軸財ヒは世界的な共通問題として議論さ

れている.その影響は時間的･空間的に広範囲であり,

不確難･不可逆性という特殊な性質を持っている.

また,地軸ヒの原因怯　自然の浄化能力を超えた

二酸化炭素排出にあり,その根本には人間の存在その

ものが関与している.すなわち,人口問題は,地球環

境問題を考える上で,最も重要なファクターの-つで

あることは言うまでもない.さらに,地球温暖化は,

超長期な問題であるため,世代を超えた環境政策の制

度設計が必要であるため,世代間での公平性の確保と

いった問題も大きな問題である,

そこで,本研究は二酸化炭素排出抑制政策を推進

する上で,効率性のみならず公平性の観点から経済

学的に分析を行い,両観点から得られる折衷案的な

経済政策を評価･提案することを大きな目的とする.

特に,本稿では,人口変動を内生的に表現すること

により,経済成長と人口変動を統合化した長期シミ

ュレーション･モデルを構築することを目的とする.

6.2本研究におけるシミュレーション･モデル

(1)気候変動の統合評価モデル(DI CEモデル)

本研究では,長期環境政策において世界的に評価

の高いと言われているNordhausl)による気候変動に

関する統合評価モデルであるDICEPyllamic

I畑冶gmted Model of Clirmteandthe Economy)モデル

を用いるものとした.

DICEモデルは,地球全体での経済学的制約と地

球物理学的制約の下で,目的関数である社会厚生関

数を最大化するものである.ここで定式化された最

大化問題を解く際に, Rmeyによる経済成長理論

が用いられており,経済が最適な成長経路を辿る条

件は,一人あたりの資本の限界生産力が人口増加率

と時間選好要因の和に等しくなっている.また,経

済学的要因と地球物理学的要因が相互に影響を及

ぼしあっており,各要素間の関係は約20本の構造方

程式で構成される.このモデルにより,将来の二酸

化炭素排出量や大気中の二酸化炭素濃度,気温上昇

および最適炭素税を予測することが可能となる.

このモデルの利点は,世界を単一の領域でモデル
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化しているため計算が容易であることであり,動学

モデルであるため10年単位で気候変化の経路を求

めることができることである.その点で多世代間の

厚生を比較することが目的の一つである本研究の

意図に添うものである.

(2)内生的人口変動モデル

本研究が依拠しているDICEモデルは,人口は外

生変数として与えられているため,ある意味で新古

典派経済学による経済成長分析の枠組み的側面が

ある.それに対して本研究の目的は,ある世代が,

それよりも新しい世代とどのような関係にあるか

という観点から,人口変動と経済成長の関係を検討

することにある.そこで,本研究では,利他主義

(Altmism)によって世代間が関係し,その関係性の

中で各世代の代表的個人が自らの効用を最大化す

るという行動を定式化したBecher ad Barro2)によ

る王朝モデル恥岨5秒Model)を利用することによ

り,内生的人口変動モデルを構築する.

まず,代表的個人は,その構成員たる家族のメン

バーと利他主義によって結びついているものとす

る･そのときの代表的個人の効用関数は(1)式のよ

うに表される.

U｡ = Ⅴ(C｡)+a(n｡)n｡Ul　　　(1)

ここで, U｡ :親の効用, Ul:子供の効用, a(n｡):n｡

人の子供に対し親が持つ利他主義の程度

o<a(n｡)<1, V(C.):親が消費coを行うことから

得る効用を意味している.なお, a(n｡)=1の場合

には,完全な利他的な状況を意味し, a(n｡)‥Oの

場合には,完全な利己的な状況を意味することにな

る.

さらに, (1)式に更に後の世代の効用を代入し,

親は無限先の後世代の子孫まで気遣うとするなら

ば, (2)式のように表現することができる.

Uo =Ⅴ(C｡)

+a(n｡)n｡Ⅴ(cl)+a(n｡)a(nl)n｡nlY(62)+-

+a(n｡)×･･･×a(ni)×m.×-×ni XV(Ci)+-



(2)

ただし, C. :第i世代の親の消費, ni:第i世代の親が

持つ子供の数を意味している.

ここで,第i世代までの人口Nlを考える.最初に

存在する1人の親を第0世代とする.その子供は第1

世代を形成する･ここで利他主義の程度a(ni)の関

数形を(3)式のように特定化する. (3)式は,子供の

数が1%増加した場合には,利他主義の程度はα%

低下することを意味する.なお,パラメータは

0<G<1とする.

a(ni ) - α(ni)LO　　(3'

さらに, (3)式を用いると(2)式は(4)式のように表

現することができる.

U｡ ≡ NPv(C.)+αNPv(cl)

+･.･+αi NPv(ci)+･･･
(4)

次に,王朝家計の予算制約を考える.第i世代の

親は,労働供給による貸金収入Wと前の世代から相

続した遺産kを用いて,消費と育児を行い,さらに

次の世代に遺産として残すものとする.これを定式

化したものが(5)式であり, rは利子, βは育児コス

トを意味している.

W. +(1叫)ki =Ci +ni(β. +k..I),i=0,1,2,-･

(5)

以上で定式化した,制約付き最適化問題を解くこ

とにより出生力(あるいは人口増加率)niを内生的

に決定する.さらに, ｢子供の数-出生力｣とする

と(6)式が得られ,これは,時間選好要因αもしく

は利子率が上昇すれば出生力は上昇することを意

味している.

出生力

α×(l+利子率)×
第i世代の消費からの限界効用

(6)

また, (7)式に示す人口学の基本方程式3)において,

本研究では出生に関してのみ内生化している.死亡

に関しては外生とし,右辺第2項の社会増加に関し

ては地球を一地域としているモデルであるため考

慮しなくてもよい.

人口変動弓出生-死亡)+(転出-転入)　(7)
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6.3シミュレーション概要

(1)人口変動モデルの設定

本研究で行うシミュレーションのため,経済成長

と人口変動を統合した長期シミュレーションモデ

ルを構築した.その設定を以下に示す.

本研究では世代の概念をより正確なものとする

ため, 1995年を出発点とする, 10年単位の人ロコ

ホ-トを作成した.ここで1995年における初期値

は世界銀行4)の統計値を用い,また次の世代-の生

存率(逆に考えると死亡率)を外生とした.

出生に関して,出生力を表す(6)式を用いた.こ

こで出生力とは,実際に何人の子供が生まれたかと

いう指標であり,生物学的視点から子供を産むこと

ができる世代の人口との積をとることによって,そ

の年代に出生する総出生数を求めることができる.

本稿では子供を産むことができる世代を19-39歳

の世代とした.また(6)式の適用に関して, DICEモ

デルの変数として用いられている利子率と消費か

らの限界効用はそのまま用いた.しかしパラメータ

αとqはモデル内に存在しないため,世界銀行によ

る出生率の推計値を用い,パラメータを推計した.

ここでの推計値は, α-0.50, α-0.78を用いた.

(2)効率性.公平性および総合指棟の定義

本研究では,効率性指標としてEF岬瓜ciency

Index),公平性指標としてEQI四qtdtyIndex)および

総合指標としてCOI(Comprehensive hdex)を式(9)～

(ll)のように定義する.

T        T

EFI - W -∑U(t)-∑R(t)L(t)lnc(t)

J=O J=0

(9)

r            1

EQI -[∑ (h c(())1-8]Ff

E=0

(10)

T          1

Col -[∑ (U(i))1-6]i=

J=0

(ll)

(ここでは, f≠1とする)

ここでW: I(0≦t≦T)期間での社会厚生関数

U(0 : t期における社会全体の効用

R(I) : t期における社会的時間選好率の係数

L(I) : t期における世界の総人口

C(I) : t期における-人当たりの消費量

またベルヌーイの効用関数の定義より, h(C(t))



はt期における-人当たりの効用を表す.またfは

パラメータ(外生)を示している.

EFIはt期における社会全体の効用を現在価値換

算した値の総和であり,通常の費用便益分析でいう

便益であることから効率性指標を意味している.

EqIはt期における一人当たりの効用を世代ごと

にCES型関数で比較することにより得られる指標

である.なお,各世代の効用レベルを比較するため,

社会的割引率を用いていないことに注意されたい.

COIはt期における社会全体の効用を世代ごとに

CES型関数で比較することにより得られる指標で

ある.

ここで, CES型関数は, Eの値によって公平性を

評価することができる.例えば, E =0の場合には

ベンサヰ型となり効率性評価ができる. i -+∞の

場合にはロールズ型となり公平性評価ができる.こ

れらの議論に関しては小林5)に詳しい.

(3)シナリオの設定

地球温暖化問題の温度上昇シナリオについては

四ccをはじめとして多々存在する6).本研究では,

既存文献を参考にしてシナリオを表-1のように

設定した.なお,ここでの最適課税とは効率性基準

であるEFIを最大化させるという意味での最適な

課税である.

また本シミュレーションでは,CES型関数における

公平性への社会的配慮の強さを表すパラメータf

の値を外生とし, i-0.2, 0.5, 0.8, 1.2のケース

結果を表記した.

■義一1シナリオと設定値

CO2削減政策の政策 豫越ｨｴﾈﾘb�

1.政策無し(ベースケース) �$�4R�

2.最適課税(効率性指標最大化) 微�F蒙��

3.排出抑制(1990年レベル) 粘���

4.気温上昇2.5℃規制(1900-2105) 匹ﾃ"絣�

6.4シミュレーション結果とその考察

(1)人口変動の結果

人口変動に関するシミュレーション結果を図-

1に示す.また,図一1には,世界銀行による長期

予測値も示した.ここに示したシミュレーション結

果は環境政策無しのケースのものである.なお,そ

の他のケースにおいても同様の傾向を示したこと

をここに付記する.図-1をみると,本モデルによ

る予測値は, 22世紀中葉まで世界銀行の予測値に
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ほぼ適合するが,それ以降人口は急激に減少してい

ることが分かる.Leibenstein7)によると,子供の効

用は①消費効用, ②労働効用, ③保障効用の3種類

あるとしている.具体的には,消費効用とは他の消

費財と同様に子供が親にとって喜びや満足の源泉

となることであり,労働効用とは生産要素として子

供が所得を獲得することによるものであり,また保

障効用とは親が老齢になったときなどの生活保障

として子供を位置付けることである.

1 2000.00

1 0000.00

マ　8000･00

I:

仙　6000.00

冒
-(　4000.00

2000.00

0.00

1 900　　2000　　21 00　　2200　　2300　　2400

西暦

+ RESULT +WB prospect

■図一1人口変動のシミュレーション結果

さらに,Leibensteinは,経済発展とそれに伴う一

人あたりの所得の上昇が,子供がもたらす3つの効

用のうち労働効用と保障効用を低下させると主張

した.これは,一人あたりの所得の上昇によって子

供を労働に従事させる必要性は低下し,また経済社

会の発展に伴って社会保障が充実することで,子供

による老後保障などの重要性が低下するためであ

る.また,消費効用については暖味であるものの,

子供による効用が低下すれば,出生力の低下をもた

らす.そのため,一人あたりの所得が増加すれば,

人口が減少するということが言える.

(2)各ケースにおける指棟の結果

表- 1の各ケースによる指標の結果を義一2に

記す.表で縦方向に各ケースの値,また横方向に各

指標の値を示す.

表- 2を分析した結果,効率性の指標であるEFI

を最大にするという意味で最適な課税の政策が,効

率･公平･総合の観点から最もよいことがわかった.

また政策を比較すると,最適課税,政策無し,排出

規制,温度上昇規制(効率性指標では排出規制と温

度上昇規制が逆)の順になった.この結果は,現在

問題となっている京都議定書などで用いられる排

出規制という政策よりも,炭素税などの政策手段を



適切に用いることでより望ましい結果が得られる

ことを示している.

また,人口を外生とし対象期間を100年間とした

研究においては,すべての指標において最適課税,

政策無し,温度上昇規制,排出規制という順となっ

た.対象期間を約300年間とした本研究との相違で

ある温度上昇規制と排出規制との逆転は,超長期に

おける温度上昇規制の困難さを示しているもので

あり, 2.5度の温度上昇は経済的政策では不可避で

あることを示していると考える.

6.5まとめ

本研究では,人口要因をDICEモデルに内生化し,

様々な政策ごとに効率性･公平性･総合の観点から

比較した.その結果,効率性の指標であるEFIを最

大にするという意味で最適な課税の政策が,効率･

公平･総合の観点から最もよいことがわかった.ま

た政策を比較すると,京都議定書に代表される排出

規制政策よりも,炭素税などの環境税を用いた政策

手段を適切に用いることが望ましいという結論が

得られた.

今後は,地域的要素や世代的要素をより精密にし

ていく必要がある.また,本研究における効用は消

費に基づく市場的要素の影響のみ考慮しているた

め,今後は温度上昇が人間に及ぼす負の影響である

非市場的要素を考慮した効用関数を設定する必要

がある.

霊義一2各ケースにおける指標の緒果
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lNDEX ���$�4R�2.OPTIMAL �2腟ﾈuDﾔ稗�丁く2.5 

EFl �2�#33�Rｳ�B�3.2333E+04 �2�#�c4Rｳ�B�3.2225E+04ノ. 

EQl(e=0.2) ����sc$Rｳ�2�1.0775E+03 �｢��s34Rｳ�2�1.0672E+03 
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Co一(e=0.2) �2緜イ�Rｳ�B�3.6857E+04 �2緜S3TRｳ�B�3.6572E+04 

col(E=0.5) �"纉c灯Rｳ�R�2.9728E+05 �"纉C34Rｳ�R�2.9349E+05 
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